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1. WES2805:2011 に基づく溶接欠陥評価の適用検討 

 

1.1 適用範囲 

 一般に、溶接構造物における脆性破壊の多くは、構造的不連続部などの局部的に応力集中を生じている

箇所から起こっている（図 6.1）。 

この規格（WES2805:2011）は、一般溶接構造物に用いられる鋼材を対象として、溶接継手の割れ（又

は平面状欠陥）からの脆性破壊，及び各種欠陥より生じた疲労亀裂の進展による損傷と脆性破壊への移

行に対する評価方法について規定している。 

尚、最終的な損傷形態として脆性破壊を取る場合には、評価対象となる欠陥は構造要素の応力集中部

（周囲を弾性応力場で囲まれるような位置）に存在する欠陥に限定する。 

 

ここでは、屋外貯蔵タンクへの WES2805:2011 に基づく溶接欠陥評価法の適用について検討する。図

6.2 には、WES2805:2011に基づく溶接欠陥評価フローを示す。 

 

 

 

図 6.1 構造的応力集中を有する継ぎ手 
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図 6.2 WES2805-2011 に基づく溶接欠陥評価フロー 
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1.2 疲労亀裂進展特性 

 

1.2.1 亀裂進展特性を表す材料定数 

 表面亀裂の疲労亀裂進展速度𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ は、疲労亀裂進展則（Paris 則）に基づき次式により評価する。 

 

   𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ = 𝐶𝐶(∆𝐾𝐾)𝑚𝑚      ∆𝐾𝐾 > ∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎ                   (6.1a) 

           𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ = 0                      ∆𝐾𝐾 > ∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎ            (6.1b) 

 

ここに、C, m：亀裂進展特性を表す材料定数，∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎ：下限界応力拡大係数範囲（𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀√𝑚𝑚）を示す（表 6.1）。 

尚、表中には残留応力の影響を考慮した「最安全側」の値と、応力比𝑅𝑅(𝜎𝜎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 𝜎𝜎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚⁄ ) = 0で引張残留応力が

存在しない場合の安全側の値も与えられており、評価対象に応じて選択できる。 

 

表 6.1 材料定数（WES2805） 

 

図 6.3 には、疲労亀裂が溶接引張残留応力場を進展する場合の試験結果との比較を示す。同図より、

「最安全側」の材料定数 C, m，∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎを用いれば各種試験結果と比較して安全側の評価を与える。 

   

図 6.3 WES2805:2011 の疲労亀裂進展速度表示 

 

 

  

C値 m値 ∆Kth

最安全側 2.60×10-11 2.75 2.00

残留応力なし 4.34×10-12 3.30 3.50
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1.2.2 疲労亀裂進展寿命の算定 

半楕円表面亀裂（図 6.4）の疲労亀裂進展計算には、次の二つの方法がある（添付資料-1）。 

 

図 6.4 半楕円表面亀裂 

 

（１）最深部／板表面の亀裂進展速度に関する微分方程式を数値積分して算定する方法 

最深部（A点）： 
𝑑𝑑𝑚𝑚
𝑑𝑑𝑑𝑑

= 𝐶𝐶(∆𝐾𝐾)𝑚𝑚      (6.2a) 

板表面（C点）：  
𝑑𝑑𝑐𝑐
𝑑𝑑𝑑𝑑

= 𝐶𝐶(∆𝐾𝐾)𝑚𝑚     (6.2b) 

 

（２）簡易算定法  ※ASME Boiler and Pressure Vessel Code, Sec.Ⅺ, Appendix A 

亀裂の深さ方向への進展は、パリス則を数値積分することにより求め、亀裂の板表面での進展は亀裂

形状変化に基づく以下の関係式に亀裂深さを代入することにより求める。 

最深部（A点）：  
𝑑𝑑𝑚𝑚
𝑑𝑑𝑑𝑑

= 𝐶𝐶(∆𝐾𝐾)𝑚𝑚      (6.2a) 

板表面（C点）：初期亀裂の板表面での半長𝑐𝑐0, 深さ𝑀𝑀0とし、 

亀裂形状変化に基づく関係式（表 6.2）に亀裂深さを代入する。 

  

表 6.2 板表面の亀裂進展(ASME)   

 

 

最深部(A点）

板表面(C点）
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上記の 2法（数値積分法、ASME の簡易算定法）は、応力集中の無い「平滑材」では亀裂進展解析結果

に大差を生じないが、後述する溶接継手部近傍の応力集中係数のうち、板表面側（C点）を考慮する場

合には、上記（１）の数値積分法による必要がある。 

尚、半楕円表面亀裂の最深部（A点）及び板表面（C点）の応力拡大係数（𝐾𝐾 ）は、表 6.3による。 

 

 

表 6.3  半楕円表面亀裂の応力拡大係数（𝐾𝐾 ） 

 

 2) 1 < 𝑀𝑀 𝑐𝑐⁄ ≤ 2,   

0 < 𝑀𝑀 𝑡𝑡 ≤ 1, 2𝑐𝑐 𝑊𝑊 < 0.5,0 ≤ 𝜙𝜙 < 𝜋𝜋⁄⁄ の場合→省略 

 

 

 

 

半楕円表面亀裂 

（Raju-Newmannモデル） 

 

 

  

ここで、

の場合
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図 6.5に、 疲労亀裂進展寿命の算定フローを示す。 

 

 

 

図 6.5 疲労亀裂進展寿命の計算フロー 

 

 

1.2.3 検証（疲労試験結果との比較） 

ここでは、既往の調査検討「新技術を活用した石油タンクの検査・判定方法に関する調査検討

（JOGMEC委託）」で実施した底板突合せ継ぎ疲労亀裂進展性試験のうち、曲げ疲労試験結果との比較検

討を行って、当該疲労進展解析手法の妥当性を検証する。 

 

（１）設計疲労亀裂伝播曲線 

太田ら 1)は引張残留応力場にある各種溶接継手の疲労亀裂試験を行い、設計疲労亀裂伝播曲線を求め

ている（図 6.6）。同図は、定荷重振幅試験で求めた応力除去焼鈍を施していない溶接継手試験 38本に

ついて、応力比𝑅𝑅が 0.5,0,-1で求めた亀裂伝播特性データ 3,335 点の回帰計算に基づいて描かれてい

る。これより、回帰曲線（中間値）の定数 C=1.45×10-11, m=2.75，∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎ = 2.40に対し、99.5%信頼限界

（C=2.60×10-11, m=2.75，∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎ = 2.00）を「設計疲労亀裂伝播曲線」として提案している。 

表 6.4には、これら 99.5%信頼限界、回帰曲線（中間値）の他に、参考としてグラフより読み取った

下限側の値を示している。WES2805:2011における「最安全側」は、この太田ら 1)の試験結果のうち

99.5%信頼限界に相当している。 

尚、疲労亀裂進展速度の算定における適用制限として、図 6.6の応力拡大係数範囲が∆K ≤

100MPa√𝑚𝑚                        

基本データの入力
（板厚，板幅，亀裂寸法，材料定数等）

繰り返し荷重

応力拡大係数の計算

応力拡大係数の変動範囲

亀裂進展則（Paris則）の解法

進展後の亀裂寸法

荷
重

の
繰

り
返

し

E

脆性破壊発生の評価
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であることに留意する必要がある。 

 

    

図 6.6  疲労亀裂進展速度の実験結果 1) 

 

 

表 6.4  材料定数（試験結果 1）） 

 

 

 

（２）既往の曲げ疲労試験 

既往の調査検討では、疲労亀裂の初期欠陥（人工的な欠陥）として、図 6.7に示す「放電加工＋疲労

予亀裂」による半楕円表面亀裂を再現し、初期亀裂を有する底板突合せ継手の 4点曲げ疲労試験を実施

している（図 6.8）。 

 

図 6.7 初期欠陥（人工欠陥） 

回帰曲線
（中間値）

（下限側）

制限
100𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 𝑚𝑚

C値 m値 ∆Kth

99.5%信頼限界 2.60×10-11 2.75 2.00

回帰曲線 1.45×10-11 2.75 2.40

（下限側） (0.8×10-11) 2.75 (3.0)
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試験片寸法：幅 100mm×長さ 1000mm 

（裏当：板厚 3.2mm×長さ 20mm） 

 

図 6.8 4点曲げ試験片 

 

表 6.5には、既往の疲労試験で製作した初期欠陥（半楕円表面亀裂）を有する疲労試験片と、歪制御負

荷を示す。 

表 6.5  疲労試験片 

 

 

尚、既往の調査検討においては「“低温タンクの耐久性委員会報告書”の空満繰返し回数 18.5回/年

等より、底板に対する荷重繰返し回数を 1000 回（設計寿命 50年）」に設定している。 

 

（３）計算結果との比較 

 疲労亀裂進展解析では、解析モデルの板幅を W=100mmとし、亀裂進展速度に関する微分方程式(6.2)の

解法として 4次の Runge–Kutta法（間隔ΔN=10）を用い、 

表 6.5の疲労試験片のうち、No.①に示す板厚 6mmで初期亀裂(3mm×9mm)の試験結果を図 6.9に、同

じく初期亀裂(3mm×18mm)の試験結果を図 6.10 に示し、解析結果と比較した。図中には、試験結果（■

印）のうち最深部（Ａ点）を青色、板表面（Ｃ点）を赤色で示す。 

一方、疲労進展解析では、太田ら 1)の試験結果を基にして、前出の表 6.4に示す回帰曲線（中間値）

を○印で、99.5%信頼限界（WES2805:2011 の最安全側）と下限側の値を用いた結果を点線（……）で示

した。 

  

図 6.9及び図 6.10の試験結果は、疲労進展解析において、表 6.4の回帰曲線（中間値）又は下限側

の材料定数を用いた場合と良く一致している。更に、表 6.5の 99.5%信頼曲線の材料定数を用いた場合

には、全て安全側の結果を示すことが明となった。 

 

No. 板厚(mm) 材質
初期亀裂
（深さ×長さ）

数量 歪制御（%） 備考

3.0×6.0 2 0.2, 0.28

3.0×9.0 2 0.2, 0.30 ※

3.0×12.0 2 0.2, 0.24

3.0×18.0 2 0.2, 0 .3 0 ※

--- 4 0.12～0.70

1.5×3.0 4 0.12～0.75

3.0×6.0 4 0.12～0.625

3.0×12.0 2 0.12, 0 .5 0 ※

3.0×18.0 2 0.12, 0 .2 6 ※
③ 12 SS400

① 6 SS400

② 12 SS400
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※歪制御 0.3%（－0.04％～0.26％），回帰曲線 【結果】破断回数 𝑑𝑑𝑓𝑓 ≥ 15,000 回（破断せず） 

図 6.9 板厚 6mm、初期亀裂(3mm×9mm) の解析結果 

 

  

※歪制御 0.3%（-0.08％～0.22％），回帰曲線 【結果】破断回数 𝑑𝑑𝑓𝑓 ≥ 15,000 回（破断せず） 

図 6.10 板厚 6mm、初期亀裂(3mm×18mm)の解析結果 

 

同様にして、表 6.5の疲労試験片のうち、No.③に示す板厚 12mmで初期亀裂(3mm×12mm)の試験結果

を図 6.11に、同じく初期亀裂(3mm×18mm)の試験結果を図 6.12 に示し、解析結果と比較した。図中に

は、試験結果（■印）のうち最深部（Ａ点）を青色、板表面（Ｃ点）を赤色で示す。 

 

図 6.11 より、当該試験では突合溶接継手の溶接止端部より、荷重繰返し回数𝑑𝑑𝑓𝑓 = 13,050 回で破断し

たとしている。図 6.11及び図 6.12の試験結果は、疲労進展解析において、前出の表 6.4に示す回帰曲

線（中間値）又は下限側の材料定数を用いた場合と良く一致している。更に、表 6.5の 99.5%信頼曲線

の材料定数を用いた場合には、全て安全側の結果を示すことが明かとなった。 

 

99.5%信頼限界
回帰曲線

（下限値）

99.5%信頼限界

回帰曲線

（下限値）
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※歪制御 0.5%（－0.1％～0.4％），回帰曲線 【結果】破断回数𝑑𝑑𝑓𝑓 = 13,050 回（溶接止端部で破断） 

図 6.11 板厚 12mm、初期亀裂(3mm×12mm)の解析結果 

 

  

※歪制御 0.26%（0.0％～0.26％），回帰曲線 【結果】破断回数 𝑑𝑑𝑓𝑓 ≥ 15,000 回（破断せず） 

図 6.12 板厚 12mm、初期亀裂(3mm×18mm) の解析結果 

 

以上より、WES2805:2011の適用に際しては、後述する疲労亀裂進展検討では、99.5%信頼限界

（WES2805:2011 の最安全側）の材料定数を用いることにより、疲労破壊に対して十分な安全性を確保で

きるものと判断される。 

 

 

 

  

99.5%信頼限界

回帰曲線

（下限値）
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1.3 評価に用いる亀裂寸法と歪 

 

1.3.1  K値等価則による亀裂特性寸法の設定 

CTODの力学的関係は 2次元の板厚貫通亀裂に対するものであるのに対し、構造物で問題となる欠陥

は、3次元の板厚非貫通亀裂（表面亀裂・埋没亀裂）が多い。線形破壊力学による『K値の等価則』を

用いて、板厚非貫通亀裂を力学的に等価な 2次元貫通亀裂に置き換える。 

 

 

(a)表面亀裂          (b)板厚貫通亀裂 

図 6.13 K値等価則 

 

ここでは、一律に半楕円表面亀裂の最深部（A点）における K値が等しくなるように亀裂特性寸法𝑐𝑐̅を決

定している。 

               (6.3) 

ここに、a:半楕円表面亀裂の深さ、係数 Ftは表 6.3による。 

 

 

 

図 6.14 亀裂特性寸法（表面亀裂）  

半楕円表面亀裂

A点

C点
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1.3.2 評価歪み(𝜀𝜀)の算定 

亀裂の評価に用いる歪𝜀𝜀は、溶接残留応力の有無、歪集中部の有無を考慮して設定する。 

 

    𝜀𝜀 = 𝜀𝜀1＋𝜀𝜀2＋𝜀𝜀3              (6.4) 

 

ここに、𝜀𝜀1：境界力（外力）による歪 

𝜀𝜀2：残留応力による歪 

𝜀𝜀3：応力集中による歪 

 

（１）外力による歪(𝜀𝜀1)  
 屋外貯蔵タンクの場合、内容液の受入れ・払出しによるタンク構成部材に発生する応力、高レベル地

震動時のタンク隅角部に発生する応力を評価する場合、一般に、有限要素法(FEM)による数値解析が用

いられる。図 6.15に、軸対称シェル要素解析による一例を示す。 

 

 

 

図 6.15  軸対称要素による解析モデルの一例 

 

（２）溶接残留応力による歪(𝜀𝜀2)  
 溶接部に存在する欠陥には溶接残留応力が作用することから、破壊強度を評価する場合には、残留応

力の影響を考慮する必要がある。 

一般的に、残留応力は溶接継手の方向によって、その最大値と分布が異なる（図 6.16）。即ち、溶接

線方向には、ビード付近で室温の降伏応力𝜎𝜎Yにほぼ等しい引張残留応力が生じる。一方、溶接線に垂直

方向の残留応力は、その方向の拘束状態に影響され、熱収縮が拘束されない自由な状態では小さな値と

なる。 
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図 6.16  溶接継手の残留応力分布 

 

 実機の既設屋外貯蔵タンクの溶接継手部に生じる残留応力の大きさ・分布を知るためには、有限要素

法による熱弾塑性解析等の適用が考えられるが、対象となる溶接継手の拘束度が残留応力の評価に大き

く影響することから、事前にタンクの組立て方法、溶接手順、熱履歴などの解析条件を、タンク個々の

溶接継手部について明かにする必要がある。この様に、大型溶接構造物である屋外貯蔵タンクに熱弾塑

性解析等を適用するには不確定要素が多く、計算に多大な労力を必要とすることからも現実的でない。 

ここでは、WES2805:2011に示されている残留応力の取扱い方法に従って、残留応力下での表面亀裂進

展特性及び脆性破壊発生の評価を行うものとする。 

溶接残留応力による歪(𝜀𝜀2) は、鋼板の降伏歪み(𝜀𝜀Y) に対する比(𝛼𝛼R) を用いて，次のように定義する。 

 

     𝜀𝜀2 = 𝛼𝛼𝑅𝑅 ∙ 𝜀𝜀𝑌𝑌         (6.5) 

 

ここで、突合せ及び隅肉溶接継手において、係数𝛼𝛼Rは亀裂の種類、溶接線と亀裂の長さ方向との関係

（図 6.17参照）で、次表のような数値となる。 

表 6.6 𝛼𝛼𝑅𝑅の値 

亀裂の種類 溶接線と平行 溶接線と直角 

貫通亀裂 0 0.6 

埋没亀裂 0 0.6 

表面亀裂 0.36 0.6 

 

表 6.6において溶接線に直角な亀裂では𝛼𝛼𝑅𝑅 = 0.6となっているが、これは溶接線近傍で溶接線方向に

材料の降伏応力レベルの残留応力が存在した場合、その残留応力場に存在する亀裂の CTOD は、残留応

力の無い平板が0.6𝜀𝜀𝑌𝑌の作用歪を遠方で受ける場合の CTODにほぼ等しいことによる。 

 

  

①底板相互（平行） ②底板相互（平行） 

図 6.17 表面亀裂を有する底板溶接継手（突合せ） 
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（３）応力集中による歪(𝜀𝜀3)  
継手形状の不連続による応力集中部に存在する亀裂に対しては、歪集中を考慮しなければならない。

平均的歪集中係数を𝐾𝐾�𝜀𝜀とすれば、歪集中による歪増分𝜀𝜀3は次式のように定義される。 

 

    𝜀𝜀3 = (𝐾𝐾�𝜀𝜀 − 1)𝜀𝜀1     (6.6) 

 

① タンク底板相互の溶接継手（突合せ） 

表面亀裂を有するタンク底板相互の突合せ溶接継手では、溶接線と亀裂長さ方向との関係で、次の 3

種類の形態が考えられる。このうち、表面亀裂が溶接線に直角（図 6.17の②）に存在する場合には、

余盛りによる応力集中の影響は無いもの(𝐾𝐾�t = 1)としている。 

 

   

①底板相互（平行） ② 底板相互（直角） ③ 底板相互（3交点） 

 

図 6.17 表面亀裂を有する底板溶接継手（突合せ） 

 

一方、表面亀裂が溶接線に平行（図 6.17 の①,③）に存在する場合には、余盛り幅 Lと亀裂深さ aと

に応じて、弾性応力集中係数を算定する（図 6.19）。 

 
 

① 底板相互（平行） （単純化） 

 図 6.18 余盛り幅と亀裂深さ 

 

【曲げ負荷】 ※WES2805:2011の表 13.4 参照 

 

弾性応力集中係数：𝐾𝐾�t = 𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘又は𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘 

 

𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘 = 𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘 + 𝑀𝑀𝑘𝑘(𝑘𝑘−𝑘𝑘) 

𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘 = 𝛼𝛼(𝑀𝑀 𝑡𝑡⁄ )𝛽𝛽 

𝑀𝑀𝑘𝑘(𝑘𝑘−𝑘𝑘) = 1.15 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(−9.74 × 𝑀𝑀 𝑡𝑡⁄ ) 

※定数α､βは表 6.8による。 

 

  

L

半楕円表面亀裂

A点

C点
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表 6.7 定数α､β 

 

 

 

図 6.19 突合せ溶接止端部の応力集中係数𝐾𝐾�t 

 

ここで、API Standard 650 Appendix M「Requirements for Tanks Operating at Elevated Temperatures」で

は、アニュラ板相互の突合せ溶接止端部の応力集中係数を𝐾𝐾 = 2.0と規定しており、図 6.19の板表面(C

点）の値とほぼ一致している。 

 

 

② タンク隅角部近傍の溶接継手  

表面亀裂を有するタンク隅角部近傍の溶接継手では、側板×アニュラ板の隅肉溶接継手とアニュラ板

相互、アニュラ板×底板の 3種類の形態が考えられる（図 6.20）。このうち、アニュラ板相互（直角）

及びアニュラ板×底板（平行）は前出のタンク底板相互の溶接継手と同じ（図 6.17の①,②参照）。 
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①側板×アニュラ板（平行） ③ アニュラ板相互（直角） ③アニュラ板×底板（平行） 

図 6.20 タンク隅角部の溶接継手形式 

 

一方、側板×アニュラ板の隅肉溶接継手では、隅肉脚長 Lと溶接止端部の角度θに応じて、弾性応力

集中係数を算定する（図 6.22）。 

 

図 6.21  隅肉溶接継手 

 

【曲げ負荷】※WES2805:2011 の表 13.8, 表 13.10参照 

 

弾性応力集中係数：𝐾𝐾�t = 𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘𝑚𝑚又は𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘 

 

𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘𝑚𝑚 = 𝑓𝑓1 �
𝑀𝑀
𝑡𝑡 ,
𝑀𝑀
𝑐𝑐� + 𝑓𝑓2 �

𝑀𝑀
𝑡𝑡 ,𝜃𝜃� + 𝑓𝑓3 �

𝑀𝑀
𝑡𝑡 ,𝜃𝜃,

𝐿𝐿
𝑡𝑡�        𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘𝑚𝑚 ≥ 1 

𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘𝑐𝑐 = 𝑓𝑓1 �
𝑀𝑀
𝑡𝑡 ,
𝑀𝑀
𝑐𝑐 ,
𝐿𝐿
𝑡𝑡� + 𝑓𝑓2 �

𝑀𝑀
𝑡𝑡 ,
𝑀𝑀
𝑐𝑐 ,𝜃𝜃� + 𝑓𝑓3 �

𝑀𝑀
𝑡𝑡 ,
𝑀𝑀
𝑐𝑐 ,𝜃𝜃,

𝐿𝐿
𝑡𝑡�  𝑀𝑀𝑘𝑘𝑘𝑘𝑐𝑐 ≥ 1 

 

 

図 6.22 隅肉溶接止端部の応力集中係数𝐾𝐾�t 

 

𝑀𝑀

𝑐𝑐

𝐿𝐿

𝑡𝑡

𝜎𝜎𝑘𝑘

𝜎𝜎𝑘𝑘

𝜌𝜌

𝜃𝜃

半楕円表面亀裂

A点

C点
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ここで、前出の API Standard 650 Appendix M「Requirements for Tanks Operating at Elevated 

Temperatures」では、側板×アニュラ板相互の隅肉溶接止端部の応力集中係数を𝐾𝐾 = 4.0と規定してお

り、図 6.22 の板表面(C点）の値と概ね一致している。但し、隅肉溶接止端部の曲率半径に制限（0 ≤

𝜌𝜌 𝑡𝑡⁄ ≤ 0.1）があることに留意する必要がある。 
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1.4 破壊パラメータ𝛿𝛿の力学算定式（CTOD 設計曲線） 

一般に、構造物で欠陥評価の対象となる塑性変形は応力（歪み）集中部に限定され、その周囲は弾性

状態にある。この歪み集中部に欠陥が存在する場合、歪み集中域に本来要求さている変形能力に見合う

だけの亀裂の開口（CTOD)が耐えられればよいと考える。 

 

 

 

図 6.23  応力集中部の歪と亀裂の変形 

 

 

無限平板の板厚貫通亀裂（長さ2𝑐𝑐̅）に特性化された亀裂の破壊駆動力は、多くの数値解析と大型実験

の結果をもとに、次式の CTOD設計曲線で評価される。 

 

δ = 𝜀𝜀ｙ𝑐𝑐̅ �
𝜋𝜋
2�
�
𝜀𝜀
𝜀𝜀𝑌𝑌
�
2

         𝜀𝜀 𝜀𝜀𝑌𝑌 < 1.0⁄                                  (6. 7𝑀𝑀) 

    = 𝜀𝜀𝑌𝑌𝑐𝑐̅ �
𝜋𝜋
8� �

9 �
𝜀𝜀
𝜀𝜀𝑌𝑌
� − 5�       𝜀𝜀 𝜀𝜀𝑌𝑌 ≥ 1.0⁄                                  (6.7b) 

 

ここで、歪み𝜀𝜀は亀裂の存在しない場合に亀裂想定部に働く局所歪みを示す。これより、応力集中部に作

用する局所歪（Overall Strain） 𝜀𝜀が求まれば、当該箇所に存在する亀裂の開口変位 CTOD δが評価でき

る。 

  

歪集中域

構造的応力集中を
有する継ぎ手

亀裂

《亀裂がある場合》《亀裂が無い場合》

歪集中部→「局所歪」

設計応力

付加板

設計応力

亀裂影響範囲

平均歪み 歪集中域
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図 6.24 CTOD設計曲線（WES2805-2011） 
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1.5  材料の破壊靱性値𝛿𝛿crの設定 

 

1.5.1 限界 CTOD（平均値𝛿𝛿𝑐𝑐  ） 

Vノッチシャルピー試験片の衝撃試験結果から、次式により限界 CTOD（平均値𝛿𝛿𝑐𝑐  ）を推定する。 

𝛿𝛿𝑐𝑐(𝑇𝑇) =
1

250
∙ 𝐸𝐸(𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇)𝑣𝑣                                                      (6. 8) 

∆𝑇𝑇 = 87− 0.10𝜎𝜎𝑌𝑌0 − 6√𝑡𝑡                      (6.9) 

 

ここに、 𝛿𝛿𝑐𝑐(𝑇𝑇)：評価温度𝑇𝑇(℃) における限界 CTODの平均値(mm)  

           𝐸𝐸(𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇)𝑣𝑣 ：温度𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇(℃)におけるシャルピー吸収エネルギーの平均値(J)                        

                  𝜎𝜎𝑌𝑌0：室温における材料の降伏応力(MPa) 

                     𝑡𝑡：対象とする鋼板の厚さ(mm) 

 

 

解説図 11.8 シャルピーと CTOD の遷移温度差∆𝑇𝑇と降伏応力𝜎𝜎𝑌𝑌0の関係 

 

 

1.5.2 評価に用いる破壊靱性値𝛿𝛿cr 

上記の相関式(6.8)は、シャルピー値の平均値と、限界 CTODの平均値の相関式である。従って、評価

に用いる際には、3本の最低値に相当する限界 CTODである破壊靭性値𝛿𝛿crに換算する必要がある。 

 

𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 =
1
√3

�𝛿𝛿𝑐𝑐(𝑇𝑇) + 0.01 ∙ �√3− 1��         (6. 10) 

  

尚、『3箇の試験片の最低靱性値を用いる』ということは、統計的観点からは『87.5％の確率で母集団靱

性分布の中央値を下回る値を評価する』ということを意味する。 
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1.6  許容判定 

亀裂特性寸法𝑐𝑐̅と評価歪𝜀𝜀から得られる破壊パラメータ𝛿𝛿と、材料の破壊靭性値𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐が、次式を満足する

ならば、その欠陥は許容される。 

 

                         𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 > 𝛿𝛿(𝑐𝑐̅, 𝜀𝜀)                                         (6.11) 

 

尚、当該 WES2805:2011では、評価の各段階における種々の不確実要因に関して安全側になるように

配慮されている。従って、この規格による評価の各過程に安全係数を設定する必要はない。 
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2.  実機タンクで使用する鋼板の破壊靱性値𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 の推定 

 

 WES2805:2011 の解説 11.4 に『相関式構築に用いた基礎データ』（添付資料-2）として、シャルピー遷

移曲線の数式近似結果が示されている。ここでは、実機タンクの底板及びアニュラ板に使用される一般

構造用鋼板 SS400、圧力容器用鋼板 SPV490Q及び溶接構造用鋼板 SM490Bについて、シャルピー衝撃試験

の結果より破壊靱性値𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 を推定する。 

 

 ここで、WES2805:2011ではシャルピー遷移曲線の数式近似として、次のように示している。 

 

𝐸𝐸(𝑇𝑇) =
𝐸𝐸𝑠𝑠ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑓𝑓𝑣𝑣

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒�𝑘𝑘𝑚𝑚�𝑇𝑇 − 𝑇𝑇𝐸𝐸𝑣𝑣 �� + 1𝑣𝑣                                         (7.1) 

 

ここに、 𝐸𝐸(𝑇𝑇)𝑣𝑣 ：温度 T（℃）におけるシャルピー衝撃吸収エネルギー（Ｊ）、 𝐸𝐸𝑠𝑠ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑓𝑓𝑣𝑣 ：上部棚吸収エネ

ルギー(J), 𝑇𝑇𝐸𝐸𝑣𝑣 :エネルギー遷移温度（℃）、𝑘𝑘𝑚𝑚：定数を示す。図 7.1 に、決定した遷移曲線の一例を示

す。 

 

図 7.1 シャルピー遷移曲線の数式近似（一例） 
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2.1  一般構造用鋼板 SS400  

 表 7.1 に、一般構造用鋼板 SS400の機械的性質を示す。 

 

表 7.1   SS400の機械的性質 

降伏点 σY 
245MPa t≦16mm 

235MPa t>16mm 

引張強度 σu 400MPa  

 

表 7.2には、『相関式構築に用いた基礎データ』のうち、強度レベル（降伏点）がほぼ同じクラスの鋼

板を抜粋した。更に、参考文献 2)3)のデータを追加した。 

 

表 7.2   シャルピー遷移曲線（基礎データ） 

 鋼種 記号 
板厚 

𝑡𝑡(mm) 

降伏点 

𝜎𝜎Y (MPa) 

遷移温度  

𝑇𝑇𝐸𝐸𝑣𝑣

（℃） 

上部棚 

𝐸𝐸𝑠𝑠ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑓𝑓𝑣𝑣 (J) 

係数 𝑘𝑘𝑚𝑚 備考 

①  建築構造用鋼板 SN400 12 287 -30 240 -0.084 文献 1) 

② 〃 SN400A 9 360 -30 150 -0.070 〃 ※調査中 

②  〃 SN400B 9 287 -20 160 -0.070 〃 

④ 溶接構造用鋼板 SM41B 10 263 -31 196 -0.084 〃 

⑤ 一般構造用鋼板 SS400 10 267 -7.7 213 -0.0571 文献 2) 

⑥ 〃 SS400 22 (267) -45 340 (-0.08) 文献 3) 

 

図 7.2に、各鋼種に対するシャルピー遷移曲線の結果を示す。このうち、建築構造用鋼板 SN400,SN400A

及び一般構造用鋼板 SS400 にはシャルピー衝撃試験値の規定が無く、シャルピー遷移曲線にばらつきが

見られる。 

 

図 7.2 シャルピー遷移曲線 

 

図 7.3に、各鋼種に対して式(6.10)を用いて換算した限界 CTODの平均値𝛿𝛿cを実線で示す。更に、各鋼
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種に対して式(6.12)で計算した破壊靱性値𝛿𝛿crのうちで最小となる値を点線で示す。 

 

 

図 7.3  限界 CTODの算定 

 

同図より、設計メタル温度を 0℃と仮定すると、一般構造用鋼板 SS400 の破壊靱性値として、𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 ≅

0.346𝑚𝑚𝑚𝑚 (0℃)が得られる。 

 尚、JIS B 8501:2013「鋼製石油貯槽の構造（全溶接製）」より、設計最低メタル温度は、設計最低使

用温度（その貯槽が設置されている地域のできるだけ長期間にわたる 1日平均気温の記録の中から、最

も低い日の気温を求め、それに 8℃を加算した温度）又は水張試験時の水温のうち、いずれか低い方の

温度に等しいメタル温度と規定されている。  

 

 

2.2 圧力容器用鋼板 SPV490Q  

 表 7.3に、圧力容器用鋼板 SPV490Qの機械的性質を示す。 

表 7.3  SPV490Qの機械的性質 

降伏点 σY 490MPa  

引張強度 σu 610MPa  

 

表 7.4には、『相関式構築に用いた基礎データ』のうち、強度レベル（降伏点）がほぼ同じクラスの

鋼板を抜粋した。 

表 7.4  シャルピー遷移曲線（基礎データ） 

 鋼種 記号 
板厚 

𝑡𝑡(mm) 

降伏点 

𝜎𝜎Y (MPa) 

遷移温度  

𝑇𝑇𝐸𝐸𝑣𝑣

（℃） 

上部棚 

𝐸𝐸𝑠𝑠ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑓𝑓𝑣𝑣 (J) 

係数 𝑘𝑘𝑚𝑚 備考 

① 溶接用高張力鋼板 HW45 10 505 -40 158 -0.057 文献 1) 

② 〃 HW45 20 505 -40 158 -0.057 〃 

③  〃 HW45 30 505 -60 201 -0.056 〃 

④  〃 HW45 50 505 -60 201 -0.056 〃 
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図 7.4に、各鋼種に対するシャルピー遷移曲線の結果を示す。図中には、H20年度に実施した「水張検

査の合理化に関する検討業務」のうち、圧力容器用鋼板 SPV490Q のシャルピー衝撃試験結果の一例を参

考として示す。尚、図中の継手要求値（×印）は JIS B 8501:2013に規定されている「必要最小吸収エネ

ルギー」（3個の平均）を示す。 

 

図 7.4  シャルピー遷移曲線 

 

図 7.5に、各鋼種に対して式(6.10)を用いて換算した限界 CTOD の平均値𝛿𝛿cを実線で示す。更に、各鋼

種に対して式(6.12)で計算した破壊靱性値𝛿𝛿crのうちで最小となる値を点線で示す。 

 

図 7.5  限界 CTODの算定 

 

同図より、設計メタル温度を 0℃と仮定すると、圧力容器用鋼板 SPV490Qの破壊靱性値として、𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 ≅

0.356𝑚𝑚𝑚𝑚 (0℃)が得られる。 
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【参考】既往の実験結果（抜粋） 
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2.3 溶接構造用鋼板 SM490B  

 表 7.5に、溶接構造用鋼板 SM490Bの機械的性質を示す。 

 

表 7.5  SM490Bの機械的性質 

降伏点 σY 
365MPa t≦16mm 

355MPa t>16mm 

引張強度 σu 490MPa  

 

表 7.6には、『相関式構築に用いた基礎データ』のうち、強度レベル（降伏点）がほぼ同じクラスの

鋼板を抜粋した。 

表 7.6   シャルピー遷移曲線（基礎データ） 

 鋼種 記号 
板厚 

𝑡𝑡(mm) 

降伏点 

𝜎𝜎Y (MPa) 

遷移温度 

𝑇𝑇𝐸𝐸𝑣𝑣

（℃） 

上部棚 

𝐸𝐸𝑠𝑠ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑓𝑓𝑣𝑣 (J) 

係数 𝑘𝑘𝑚𝑚 備考 

① 溶接構造用鋼板 SM50B 10 345 -30 161 -0.059 文献 1) 

② 〃 SM50B 25 345 -41 175 -0.041 〃 

③ 〃 SM50B 50 345 -41 175 -0.041 〃 

 

図 7.6に、各鋼種に対するシャルピー遷移曲線の結果を示す。図中には、H20年度に実施した「水張検

査の合理化に関する検討業務」のうち、溶接構造用鋼板 SM400Bのシャルピー衝撃試験結果の一例を参考

として示す。尚、図中の継手要求値（×印）は JIS B 8501:2013 に規定されている「必要最小吸収エネル

ギー」（3個の平均）を示す。 

 

図 7.6  シャルピー遷移曲線 

 

図 7.7に、各鋼種に対して式(6.10)を用いて換算した限界 CTOD の平均値𝛿𝛿cを実線で示す。更に、各鋼

種に対して式(6.12)で計算した破壊靱性値𝛿𝛿crのうちで最小となる値を点線で示す。 
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図 7.7  限界 CTODの算定 

 

同図より、設計メタル温度を 0℃と仮定すると、溶接構造用鋼板 SM490Bの破壊靱性値として、 

𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 ≅ 0.364𝑚𝑚𝑚𝑚 (0℃)が得られる。 
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【参考】既往の実験結果（抜粋） 
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3. 初期不整又は局部沈下を有する底板への適用 

 

3.1 照査荷重 

  アメリカ石油協会規格 API Standard 653:2009「Tank Inspection, Repair, Alteration, and 

Reconstruction」では、図 8.1のように底板の初期不整（凸型変形，Bulge）の高さと幅、又は局部沈

下（凹型変形，Settlement）の深さと幅を規定している。ここで、B：底板の初期不整（“不陸”と称す

る）又は局部沈下（“不支持”と称する）の最大値、R：底板の不陸／不支持範囲（全幅 2R）で示す。

尚、API653では、図 8.1のように不陸／不支持部を半径 Rの内接円で近似している。 

  

 

図 8.1 API653による底板局部沈下 

 

ここで、API653 における底板不陸量に対する許容値は、不陸高さ B(in),不陸範囲 R (ft)を用いて、

𝐵𝐵 = 0.37𝑅𝑅（in）と規定している。これを、SI単位系に換算すると、 

 

𝐵𝐵 = 0.03083𝑅𝑅        (8.1) 

 

式(8.1)は、一層重ね隅肉溶接継手(Single Pass Welds)を有するタンク底板に適用するもので、この

要件を超える場合には、経験的に詳細解析又は補修が必要であるとしている。 

ここでは、タンク底板の照査用荷重条件として、既往の調査検討と同様に、より安全を考慮して

API653 の規定値 Bを 2倍した不陸量を用いることとする。 

 

𝐵𝐵 = 2 × 0.03083𝑅𝑅     (8.2) 

 

（１）初期不整（凸型変形）を有する底板【通常時】 

不陸高さ（B）を𝐵𝐵 = 2 × 0.03083𝑅𝑅として、空～満液時の歪振幅を評価する。 

 

𝑦𝑦 = 𝐵𝐵 ��𝑚𝑚
𝑅𝑅
�
4
− 2 �𝑚𝑚

𝑅𝑅
�
2

+ 1�       (8.3) 
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（２）局部沈下を有する底板【通常時】 

基礎の沈下深さ（B）を𝐵𝐵 = 2 × 0.03083𝑅𝑅として、空～満液時の歪振幅を評価する。 

 

表 8.1に、上記の照査荷重条件を纏めて示す。 

 

表 8.1 底板の照査荷重条件 

【通常時】初期凸状変形を有する底板 【通常時】基礎不支持域を有する底板 

不陸高さ（B）を𝐵𝐵 = 2 × 0.03083𝑅𝑅として、

空～満液時の歪振幅を評価 

𝑦𝑦 = 𝐵𝐵 ��
𝑒𝑒
𝑅𝑅
�
4
− 2 �

𝑒𝑒
𝑅𝑅
�
2

+ 1� 

 

基礎沈下深さ（B）を𝐵𝐵 = 2 × 0.03083𝑅𝑅とし

て、空～満液時の歪振幅を評価 

 

 

 

 

（３）荷重の繰返し回数 

既往の調査検討においては「“低温タンクの耐久性委員会報告書”の空満繰返し回数 18.5回/年等よ

り、底板に対する荷重繰返し回数を 1000 回（設計寿命 50年）」に設定しており、今回の調査検討にお

いても継続的な観点から、通常運転時の荷重繰返し回数 1000 回を採用する。 

 

 

3.2解析対象 

（１）対象タンク 

 表 8.2に、解析対象タンクを示す。このうち、【旧法】9,900klタンク及び【新法】32,000klタンク

の底板は「重ね継手」形式を採用していることから、今回の解析対象から除外することとし、ここでは

【新法】110，000klタンクのみを解析対象とする。 

 

表 8.2 対象タンク 

区分 
容量 

(kl) 

内径 

(mm) 

高さ 

(mm) 

液高さ 

(mm) 
液比重 

底板 
備考 

材質 板厚 継手 

旧法 9,900 29,000 16,730 15,000 0.92 SS400 6 mm 重ね 対象外 

新法 32,000 45,000 22,000 20,000 1.0 SS400 9 mm 重ね 対象外 

新法 110.000 82,000 24,000 21,000 1.0 SS400 12 mm 突合せ 検討対象 

 

B 
R 

2R B 
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（２）解析条件 

・二次元平面ひずみ解析 

・4 節点アイソパラメトリック要素 

・弾塑性大変形解析 

・硬化則：等方硬化則𝐻𝐻′ = 𝐸𝐸 100⁄  

・基礎と底板との離間・接触を考慮 

 

尚、解析に用いた一般構造用鋼板 SS400の材料定数は、表 8.3に示すとおり。 

 

表 8.3 材料定数（SS400） 

縦弾性係数 E 205,939.7 N/mm2 

ポアソン比 ν 0.3 

降伏応力 σY 245 N/mm2 

引張強さ σu 400 N/mm2 

ひずみ硬化率 H’ E/100 （等方硬化）※ 

基礎ばね定数 Kb 0.3 N/mm3  

 

尚、材料の加工硬化特性については、別添資料-3に示す「2013 ASME Boiler and Pressure Vessel 

Code, Sec.Ⅷ,Division 2」の算定式による応力-歪み線図を比較して、等方硬化則𝐻𝐻′ = 𝐸𝐸 100⁄ を採用し

た。 

 

（３）解析モデル 

材料及び幾何学的非線形性を考慮した解析では、表 8.4に示す 3種類の不陸範囲 R（半幅）を設定し

た。 

 

表 8.4 不陸高さと不陸範囲 

No. 
不陸範囲

R(mm) 

不陸高さ

B(mm) 
備考 

1 500 30.83  

2 1000 61.66  

3 1500 92.49  

 

図 8.3に初期不整（凸型変形）を有する底板の要素分割図を、図 8.4に局部沈下（凹型変形）を有す

る底板要素分割図を示す。 
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図 8.3  要素分割図（初期凸型変形を有する底板） 

 

図 8.4  要素分割図（基礎不支持域を有する底板） 
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3.3 残留応力場での疲労亀裂進展解析 

ここでは、110,000klタンクの底板相互突合せ溶接継手を対象にして、図 8.5に示す位置に表面亀裂

がそれぞれ存在した場合を想定して疲労亀裂進展解析を適用する。 

 

   

① 底板相互（平行） ② 底板相互（直角） ③底板相互（3交点） 

図 8.5   表面亀裂を有する底板溶接継手 

 

図 8.6に、110,000klタンクの底板相互突合せ溶接継手の一例を示す。ここに、底板々厚𝑡𝑡 = 12𝑚𝑚𝑚𝑚（材

質 SS400）、開先角度𝜃𝜃 = 50°、ルートギャップ𝑔𝑔 = 6𝑚𝑚𝑚𝑚とすると、突合せ溶接の余盛り幅 Lは次のとおり。 

𝐿𝐿 = 𝑔𝑔 + 2𝑡𝑡 × tan �𝜃𝜃
2
� = 17.2mm            (8.4) 

∴ 𝐿𝐿 𝑡𝑡 ≅ 1.43⁄                             (8.5) 

 

 

 

溶接継ぎ手 モデル化 

図 8.6  実機タンクの底板突合せ溶接継手（一例） 

 

これより、図 6.19（突合せ溶接止端部の応力集中係数𝐾𝐾�t）より、表面亀裂を有する底板溶接継手の応

力集中係数は表 8.5に示すとおり評価する。 

 

表 8.5 底板溶接継手の応力集中係数 

記号 部位 継手 亀裂の方向 

応力集中係数 𝑀𝑀𝐾𝐾（曲

げ） 備考 

最深部(A) 板表面(C) 

① 底板相互 突合せ 溶接線に平行 1.2 1.9  

② 底板相互 突合せ 溶接線と直角 1.0 1.0  

③ 底板相互 突合せ 3交点 1.2 1.9  
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これより、底板相互の突合せ溶接継手において、表面亀裂が溶接線に平行に位置する場合（記号①）

が最も安全側の評価を与えることから、疲労亀裂進展解析は当該ケースについて実施するものとする。 

8.3.1 初期不整（凸型変形）を有する底板の解析結果 

（１）変位履歴 

 図 8.7に、不陸中央部の鉛直方向変位の履歴を示す。同図より、液の受入れ払出しによる繰返し荷重

に対して、不陸範囲 Rが小さい場合には、ほぼ初期不整の形状を保持したまま線形的に変位するのに対

し、不陸範囲が大きくなるに従って、液圧の増加に応じて不陸部の接地範囲の割合が小さくなり、底板

の非線形挙動がより顕著になる。何れの場合にも不陸中央部が接地することはない。 

 

初期間隙 30.83mm 

 

図 8.7(a)  底板の変位履歴（不陸範囲 R=500mm） 

 

 

初期間隙 61.66mm 
 

図 8.7(b)  底板の変位履歴（不陸範囲 R=1000mm） 

 

5.55

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

液
高

さ
(m

m
)

鉛直変位(mm)

30.53

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

液
高

さ
(m

m
)

鉛直変位(mm)



37 

 

 

初期間隙 92.49mm 
 

図 8.7(c)  底板の変位履歴（不陸範囲 R=1500mm） 

（２）応力分布 

図 8.8に、第 1回液受け入れ時の最高液面高さにおけるタンク底板の応力状態を示す。同図より、何

れの場合においても、底板不陸部の外周において曲げ応力の負担が大きいことが分かる。 

  

図 8.8(a)  底板の応力状態（不陸範囲 R=500mm） 

 

  

図 8.8(b)  底板の応力状態（不陸範囲 R=1000mm） 
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図 8.8(c)  底板の応力状態（不陸範囲 R=1500mm） 

 

（３）歪み履歴 

液の受入れ・払出しに伴う底板不陸部（図 8.9）の最大歪み履歴を、図 8.10 に示す。同図より、液の

受入れ払出しによる繰返し荷重に対して、不陸範囲 R が小さい場合には、ほぼ比例的な歪み履歴を示す

のに対し、不陸範囲が大きくなるに従って、歪み履歴の非線形挙動がより顕著になる。 

 

  

図 8.9  底板不陸部の外周部要素 

 

 

図 8.10(a)  底板表面の歪み履歴（不陸範囲 R=500mm） 
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図 8.10(b)  底板表面の歪み履歴（不陸範囲 R=1000mm） 

 

 

 

図 8.10(c)  底板表面の歪み履歴（不陸範囲 R=1500mm） 

 

以上の歪み履歴の結果を、表 8.6 に纏めて示す。 

 

表 8.6 歪み履歴（底板凸型変形） 

No.  
不陸範囲

R(mm) 

不陸高さ

B(mm) 

最大歪み 

εmax(％) 

最小歪み 

εmin(％) 

歪み振幅 

Δε(％) 
備考 

1 500 30.83 0.051 0.000 0.051  

2 1000 61.66 0.074 0.013 0.057  

3 1500 92.49 0.059 0.019 0.040  
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（４）疲労亀裂進展結果 

【新法】110,000klタンクを対象にした疲労亀裂進展解析では、疲労亀裂が溶接引張残留応力場を進展

する場合を想定して、WES2805:2011 における「最安全側」の材料定数 C, m，∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎを用いるものとする。 

 

表 8.7 材料定数（WES2805） 

 C値 ｍ値 ∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎ 

最安全側 2.60×10-11 2.75 2.00 

 

解析では、底板相互の突合せ溶接継手において、表面亀裂が溶接線に平行に位置する場合（記号①）

が最も安全側の評価を与えることから、疲労亀裂進展解析は当該ケースについて実施するものとする。

このとき、底板相互の突合せ溶接継手止端部の応力集中係数として、半楕円表面亀裂の最深部（A点）

で 1.2、板表面（C点）で 1.9を考慮する。 
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表 8.8 応力集中係数（底板×底板） 

亀裂の方向 最深部(A点) 板表面(C点) 

溶接線に平行 1.2 1.9 

 

解析結果（最安全側）を、表 8.9 及び図 8.11 に示す。解析結果より、初期不整（凸型変形）を有す

る底板の場合、溶接線近傍の表面亀裂については、供用期間中の液の受入れ・払出しによる荷重の繰り

返しに対して、表面亀裂進展の進展は殆ど認められない。 

 

表 8.9 解析結果（荷重繰返し 1000 回） 

No. 
不陸範囲 

R(mm) 

歪振幅 

∆𝜀𝜀(%) 

応力振幅 

∆σ(𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀) 

繰返し 

回数 

初期亀裂 

（深さ×長

さ） 

進展亀裂 

（深さ×長さ） 

亀裂進展量 

（深さ×長さ） 備考 

1 500 0.051 105 1000 

3×6 3.00×6.06 0.00×0.06  

3×12 3.01×12.06 0.01×0.06  

3×18 3.01×18.05 0.01×0.05  

2 1000 0.057 117 1000 

3×6 3.00×6.08 0.00×0.08  

3×12 3.01×12.08 0.01×0.08  

3×18 3.02×18.07 0.02×0.07  

3 1500 0.040 82 1000 

3×6 3.00×6.03 0.00×0.03  

3×12 3.00×12.03 0.00×0.03  

3×18 3.01×18.02 0.01×0.02  

                  (備考)応力集中係数:最深部（A点）1.2、板表面（C点）1.9を考慮 

 

 

 

  

半楕円表面亀裂

A点

C点
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初期亀裂(3mm×6mm) 初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.11(a)  疲労亀裂進展解析結果（不陸範囲 R=500mm） 

 

  

初期亀裂(3mm×6mm)  初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.11(b) 疲労亀裂進展解析結果（不陸範囲 R=1000mm） 

 

  

初期亀裂(3mm×6mm) 初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.11(c) 疲労亀裂進展解析結果（不陸範囲 R=1500mm） 
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3.3.2 局部沈下（凹型変形）を有する底板の解析結果 

（１）変位履歴 

 図 8.12に、不支持中央部の鉛直方向変位の履歴を示す。同図より、液の受入れ払出しによる繰返し荷

重に対して、不支持範囲 R が大きくなるに従って底板の非線形挙動がより顕著になるが、何れの場合に

も不支持中央部のタンク基礎に接地することはない。想定する不支持深さ（B）が小さい場合には、底板

がタンク基礎に接地することにより局部沈下は抑えられる。  

 

 

初期間隙 30.83mm  

図 8.12(a) 底板中央の変位履歴(不支持範囲 R=500mm) 

 

 

初期間隙 61.66mm  

 

図 8.12(b) 底板中央の変位履歴(不支持範囲 R=1000mm) 

 

初期間隙 92.49mm  

図 8.12(c) 底板中央の変位履歴(不支持範囲 R=1500mm) 
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図 8.13 に、最高液面高さ（第 3回液受入れ）における不支持部周辺基礎の沈下状況を示す。同図よ

り、不支持部以遠のタンク底板が基礎に接地している範囲では,概ね 0.7mmの一様沈下を示すが、不支

持外周端に近づくにつれて、徐々に沈下量が増大して行く様子が分かる。不支持範囲 R=1500mmの場

合、不支持部近傍 300mmの範囲で最大 5.5mmの沈下量となる。 

 

 

図 8.13 不支持外周部の基礎沈下 

 

（２）応力分布 

図 8.14 に、第 1回液受け入れ時の最高液面高さにおけるタンク底板の応力状態を示す。同図より、

不支持範囲 Rが小さい場合には、不支持外周端部の底板表面に部分的な降伏域が発生するのに対し、不

支持範囲 Rが大きくなるに従って、降伏域が底板全体に拡大することが分かる。 

  

図 8.14(a)  底板の変形と応力（不支持範囲 R=500mm） 

 

  

図 8.14(b)  底板の変形と応力（不支持範囲 R=1000mm） 
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図 8.14(c)  底板の変形と応力（不支持範囲 R=1500mm） 

 

（３）歪み履歴 

液の受入れ・払出しに伴う底板不支持部（図 8.15）の最大歪み履歴を、図 8.16 に示す。同図より、液

の受入れ払出しによる繰返し荷重に対して、不支持範囲 R が小さい場合には、ほぼ比例的な歪み履歴を

示すのに対し、不支持範囲が大きくなるに従って、歪み履歴の非線形挙動がより顕著になる。 

 

  

図 8.15  底板不支持部の外周部要素 

 

 

図 8.16(a) 歪み履歴（不支持範囲 R=500mm） 
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図 8.16(b) 歪み履歴（不支持範囲 R=1000mm） 

 

 

図 8.16(c) 歪み履歴（不支持範囲 R=1500mm） 

 

以上の歪み履歴の結果を、表 8.10に纏めて示す。 

 

表 8.10 歪み履歴（局部沈下） 

No.  
不支持範囲

R(mm) 

不支持深さ

B(mm) 

最大歪み 

εmax(％) 

最小歪み 

εmin(％) 

歪み振幅 

Δε(％) 
備考 

1 500 30.83 0.204 0.036 0.168  

2 1000 61.66 0.604 0.394 0.210  

3 1500 92.49 0.896 0.675 0.221  
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（４）疲労亀裂進展結果 

【新法】110，000klタンクを対象にした疲労亀裂進展解析では、疲労亀裂が溶接引張残留応力場を進

展する場合を想定して、前出の WES2805:2011 における「最安全側」の材料定数 C, m，∆𝐾𝐾𝑡𝑡ℎを用いるも

のとする。 

解析では、底板相互の突合せ溶接継手において、表面亀裂が溶接線に平行に位置する場合（記号①）

が最も安全側の評価を与えることから、疲労亀裂進展解析は当該ケースについて実施するものとする。

このとき、解析結果（平滑材）に、応力集中係数として最深部（A点）1.2、板表面（C点）1.9を考慮

する。 

 

解析結果（最安全側）より、疲労亀裂の進展状況を図 8.17に、応力拡大係数範囲を図 8.18に示す。

更に、結果の纏めを表 8.11に示す。解析では、板表面（C点）の応力拡大係数範囲ΔKが適用限界

（∆K ≤ 100MPa√𝑚𝑚）に達するまで計算を行った。これより、局部沈下（凹型変形）を有する底板の場

合、供用期間中の液の受入れ・払出しによる荷重の繰返し回数（想定 1000回）に対して、溶接線近傍

の表面亀裂は、主に板表面方向に 1.4～3.2mm程度の亀裂進展が認められる。一方、板厚方向には最大

0.64mm 程度の進展量に留まり、板厚 12mm に対し亀裂が貫通する可能性は低い（a/t≒0.30） 。 

 

表 8.11 疲労亀裂進展解析結果（荷重繰返し 1000回） 

No. 
不支持範囲 

R(mm) 

歪振幅 

∆𝜀𝜀(%) 

応力振幅 

∆σ(𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀) 

繰返し 

回数 

初期亀裂 

（深さ×長

さ） 

進展亀裂 

（深さ×長さ） 

亀裂進展量 

（深さ×長さ） 備考 

1 500 0.168 346 1000 

3×6 3.09×7.66 0.09×1.66  

3×12 3.21×13.64 0.21×1.64  

3×18 3.29×19.39 0.29×1.39  

2 1000 0.210 432 1000 

3×6 3.19×9.16 0.19×3.16  

3×12 3.40×15.11 0.40×3.11  

3×18 3.55×20.76 0.55×2.73  

3 1500 0.221 455 1000 

3×6 3.23×9.67 0.23×3.67  

3×12 3.46×15.63 0.46×3.63  

3×18 3.64×21.23 0.64×3.23  

               (備考)応力集中係数:最深部（A点）1.2、板表面（C点）1.9を考慮 
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初期亀裂(3mm×6mm)  初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.17(a) 疲労亀裂進展解析結果（不支持範囲 R=500mm） 

 

  

初期亀裂(3mm×6mm) 初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.17(b) 疲労亀裂進展解析結果（不支持範囲 R=1000mm） 

 

  

初期亀裂(3mm×6mm) 初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.17(c) 疲労亀裂進展解析結果（不支持範囲 R=1500mm） 
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初期亀裂(3mm×6mm)  初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.18(a) 応力拡大係数範囲（不支持範囲 R=500mm） 

 

  

初期亀裂(3mm×6mm) 初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.18(b) 応力拡大係数範囲（不支持範囲 R=1000mm） 

 

  

初期亀裂(3mm×6mm) 初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.18(c) 応力拡大係数範囲（不支持範囲 R=1500mm） 

 

 

 

  

0

20

40

60

80

100

120

140

10 100 1,000 10,000 100,000

応
力

拡
大

係
数

範
囲

(M
Pa

√m
)

荷重繰返し数

疲労亀裂進展解析結果

最深部(Ka)

板表面(Kc)

適用限界

0

20

40

60

80

100

120

140

10 100 1,000 10,000 100,000

応
力

拡
大

係
数

範
囲

(M
Pa

√m
)

荷重繰返し数

疲労亀裂進展解析結果

最深部(Ka)

板表面(Kc)

適用限界

0

20

40

60

80

100

120

140

10 100 1,000 10,000 100,000

応
力

拡
大

係
数

範
囲

(M
Pa

√m
)

荷重繰返し数

疲労亀裂進展解析結果

最深部(Ka)

板表面(Kc)

適用限界

0

20

40

60

80

100

120

140

10 100 1,000 10,000 100,000

応
力

拡
大

係
数

範
囲

(M
Pa

√m
)

荷重繰返し数

疲労亀裂進展解析結果

最深部(Ka)

板表面(Kc)

適用限界

0

20

40

60

80

100

120

140

10 100 1,000 10,000 100,000

応
力

拡
大

係
数

範
囲

(M
Pa

√m
)

荷重繰返し数

疲労亀裂進展解析結果

最深部(Ka)

板表面(Kc)

適用限界

0

20

40

60

80

100

120

140

10 100 1,000 10,000 100,000

応
力

拡
大

係
数

範
囲

(M
Pa

√m
)

荷重繰返し数

疲労亀裂進展解析結果

最深部(Ka)

板表面(Kc)

適用限界



50 

 

3.4 残留応力場での脆性破壊発生検討 

ここでは、図 8.19の表面亀裂を有するタンク底板突合せ溶接継手において、それぞれ溶接残留応力

の影響を考慮した脆性破壊発生の可能性を検討する。 

 

   

① 底板相互（平行） ② 底板相互（直角） ③ 底板相互（3交点） 

図 8.19   表面亀裂を有する底板溶接継手 

 

尚、溶接残留応力による歪𝜀𝜀2(= 𝛼𝛼𝑅𝑅 ∙ 𝜀𝜀𝑌𝑌) は、表面亀裂が溶接線と平行に位置する場合は𝛼𝛼𝑅𝑅 = 0.36 、溶

接線と直角に位置する場合は𝛼𝛼𝑅𝑅 = 0.6を見込む（表 8.12）。 

 

表 8.12 𝛼𝛼𝑅𝑅の値 

亀裂の種類 溶接線と平行 溶接線と直角 

表面亀裂 0.36 0.6 

 

 

3.4.1 初期不整（凸型変形）を有する底板の検討結果 

（１）評価歪み 

表 8.6に、当該底板の歪み履歴（凸型変形）を改めて示す。ここでは、下表のうち最大歪み（εmax＝

0.074%）発生時における脆性破壊発生の可能性を検討する。 

 

表 8.6 歪み履歴（凸型変形） 

No.  
不陸範囲

R(mm) 

不陸高さ

B(mm) 

最大歪み 

εmax(％) 

最小歪み 

εmin(％) 

歪み振幅 

Δε(％) 
備考 

1 500 30.83 0.051 0.000 0.051  

2 1000 61.66 0.074 0.013 0.057  

3 1500 92.49 0.059 0.019 0.040  

 

（２）亀裂先端開口変位 

【新法】110,000klタンクを対象にして、応力集中部に作用する局所歪𝜀𝜀より 図 8.20の CTOD設計曲

線を用いて、当該箇所に存在する亀裂の開口変位 CTOD δを評価した結果を、表 8.11 に示す。 
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表 8.13 亀裂先端開口変位 COTD の計算結果 

 

 

 

図 8.20 CTOD設計曲線（不陸範囲 R=1000mm） 

 

（３）脆性破壊発生検討結果 

亀裂特性寸法𝑐𝑐̅と評価歪𝜀𝜀から得られる破壊パラメータ𝛿𝛿（CTOD）が、材料の破壊靭性値𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐（限界

CTOD）を下回っていれば、その欠陥から脆性破壊が発生する可能性が無いものと判断される。表 8.14

に、検討結果を示す。 

 

表 8.14  脆性破壊発生検討結果（初期亀裂） 

 

 

境界力 残留応力 応力集中 評価歪 降伏歪 無次元歪 無次元CTOD

0.074% 0.041% 0.067% 0.182% 0.114% 1.59 3.66

0.074% 0.069% 0.000% 0.143% 0.114% 1.25 2.45

0.074% 0.069% 0.067% 0.209% 0.114% 1.83 4.51③ 底板相互 突合せ 3交点

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向 𝜀𝜀𝑌𝑌 %𝜀𝜀2 % 𝜀𝜀3 % 𝜀𝜀  %𝜀𝜀1 % 𝜀𝜀 𝜀𝜀𝑌𝑌⁄ 𝛿𝛿 𝜀𝜀𝑌𝑌�̅�𝑐⁄

0

5

10

15

20

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

無
次

元
CT

O
D

δ／
ε Y

c b
ar

無次元歪（ε/εY）

WES2805-2011による設計CTOD曲線

設計CTOD曲線

溶接線に平行

溶接線と直角

3交点

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

3 × 6 0.671 1.35 0.006 0.346 61.35

3 × 12 0.935 2.62 0.011 0.346 31.59

3 × 18 1.055 3.34 0.014 0.346 24.79

3 × 6 0.671 1.35 0.004 0.346 91.74

3 × 12 0.935 2.62 0.007 0.346 47.24

3 × 18 1.055 3.34 0.009 0.346 37.07

3 × 6 0.671 1.35 0.007 0.346 49.80

3 × 12 0.935 2.62 0.013 0.346 25.65

3 × 18 1.055 3.34 0.017 0.346 20.12

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

備考記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂

(a×2c）

③ 底板相互 突合せ 3交点

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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図 8.21 脆性破壊発生検討結果（初期亀裂） 

 

検討結果より、底板突合せ溶接継手に亀裂深さ 3mm、亀裂長さ 6mm～18mmの半楕円表面亀裂を想定した

場合、脆性破壊発生に対して 20 倍程度以上の余裕度（＝CTOD／限界 CTOD）を有していることから、この

程度の表面亀裂から脆性破壊が発生する可能性は極めて小さいと判断される。 
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3.4.2 局部沈下（凹型変形）を有する底板の検討結果 

（１）評価歪み 

表 8.10 に、当該底板の歪み履歴（局部沈下）を再記載する。ここでは、不支持範囲 R毎の最大歪み

発生点における脆性破壊発生の可能性を検討する。 

 

表 8.10 歪み履歴（局部沈下） 

No.  
不支持範囲

R(mm) 

不支持深さ

B(mm) 

最大歪み 

εmax(％) 

最小歪み 

εmin(％) 

歪み振幅 

Δε(％) 
備考 

1 500 30.83 0.204 0.036 0.168  

2 1000 61.66 0.604 0.394 0.210  

3 1500 92.49 0.896 0.675 0.221  

 

（２）亀裂先端開口変位 

【新法】110,000klタンクを対象にして、応力集中部に作用する局所歪𝜀𝜀より 図 8.22の CTOD設計曲

線を用いて、当該箇所に存在する亀裂の開口変位 CTOD δを評価した結果を、表 8.15 に示す。 

 

表 8.15(a) 亀裂先端開口変位 COTD の計算結果（不支持範囲 R=500mm） 

 

 

表 8.15(b) 亀裂先端開口変位 COTD の計算結果（不支持範囲 R=1000mm） 

 

 

境界力 残留応力 応力集中 評価歪 降伏歪 無次元歪 無次元CTOD

0.204% 0.043% 0.184% 0.430% 0.119% 3.62 10.82

0.204% 0.071% 0.000% 0.275% 0.119% 2.31 6.22

0.204% 0.071% 0.184% 0.459% 0.119% 3.86 11.67

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向

③ 底板相互 突合せ 3交点

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

𝜀𝜀𝑌𝑌 %𝜀𝜀2 % 𝜀𝜀3 % 𝜀𝜀  %𝜀𝜀1 % 𝜀𝜀 𝜀𝜀𝑌𝑌⁄ 𝛿𝛿 𝜀𝜀𝑌𝑌�̅�𝑐⁄

境界力 残留応力 応力集中 評価歪 降伏歪 無次元歪 無次元CTOD

0.604% 0.043% 0.544% 1.190% 0.119% 10.01 33.40

0.604% 0.071% 0.000% 0.675% 0.119% 5.68 18.10

0.604% 0.071% 0.544% 1.219% 0.119% 10.25 34.25

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向

③ 底板相互 突合せ 3交点

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

𝜀𝜀𝑌𝑌 %𝜀𝜀2 % 𝜀𝜀3 % 𝜀𝜀  %𝜀𝜀1 % 𝜀𝜀 𝜀𝜀𝑌𝑌⁄ 𝛿𝛿 𝜀𝜀𝑌𝑌�̅�𝑐⁄
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表 8.15(c) 亀裂先端開口変位 COTD の計算結果（不支持範囲 R=1500mm） 

 

 

 

 
図 8.22(a) CTOD 設計曲線（不支持範囲 R=500mm） 

 

 

図 8.22(b) CTOD 設計曲線（不支持範囲 R=1000mm） 

 

 

境界力 残留応力 応力集中 評価歪 降伏歪 無次元歪 無次元CTOD

0.896% 0.043% 0.806% 1.745% 0.119% 14.67 49.88

0.896% 0.071% 0.000% 0.967% 0.119% 8.13 26.78

0.896% 0.071% 0.806% 1.774% 0.119% 14.91 50.73

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向

③ 底板相互 突合せ 3交点

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

𝜀𝜀𝑌𝑌 %𝜀𝜀2 % 𝜀𝜀3 % 𝜀𝜀  %𝜀𝜀1 % 𝜀𝜀 𝜀𝜀𝑌𝑌⁄ 𝛿𝛿 𝜀𝜀𝑌𝑌�̅�𝑐⁄
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3交点
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図 8.22(c) CTOD 設計曲線（不支持範囲 R=1500mm） 

 

（３）脆性破壊発生検討結果 

亀裂特性寸法𝑐𝑐̅と評価歪𝜀𝜀から得られる破壊パラメータ𝛿𝛿（CTOD）が、材料の破壊靭性値𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐（限界

CTOD）を下回っていれば、その欠陥から脆性破壊が発生する可能性が無いものと判断される。表 8.16

及び図 23に、検討結果を示す。 

 

表 8.16(a)  脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=500mm）※初期亀裂 

 

 

表 8.16(b)  脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1000mm）※初期亀裂 
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40
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60

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

無
次

元
CT

O
D

δ／
ε Y

c b
ar

無次元歪（ε/εY）

WES2805-2011による設計CTOD曲線

設計CTOD曲線

溶接線に平行

溶接線と直角

3交点

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

3 × 6 0.671 1.35 0.017 0.346 19.91

3 × 12 0.935 2.62 0.034 0.346 10.25

3 × 18 1.055 3.34 0.043 0.346 8.05

3 × 6 0.671 1.35 0.010 0.346 34.66

3 × 12 0.935 2.62 0.019 0.346 17.85

3 × 18 1.055 3.34 0.025 0.346 14.01

3 × 6 0.671 1.35 0.019 0.346 18.47

3 × 12 0.935 2.62 0.036 0.346 9.51

3 × 18 1.055 3.34 0.046 0.346 7.46

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

備考記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂

(a×2c）

③ 底板相互 突合せ 3交点

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

3 × 6 0.671 1.35 0.054 0.346 6.45

3 × 12 0.935 2.62 0.104 0.346 3.32

3 × 18 1.055 3.34 0.133 0.346 2.61

3 × 6 0.671 1.35 0.029 0.346 11.91

3 × 12 0.935 2.62 0.056 0.346 6.13

3 × 18 1.055 3.34 0.072 0.346 4.81

3 × 6 0.671 1.35 0.055 0.346 6.29

3 × 12 0.935 2.62 0.107 0.346 3.24

3 × 18 1.055 3.34 0.136 0.346 2.54

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

備考記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂

(a×2c）

③ 底板相互 突合せ 3交点

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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表 8.16(c)  脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1500mm）※初期亀裂 

 

 

 

図 8.23(a) 脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=500mm）※初期亀裂 

 

 
図 8.23(b) 脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1000mm）※初期亀裂 

 

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

3 × 6 0.671 1.35 0.080 0.346 4.32

3 × 12 0.935 2.62 0.156 0.346 2.22

3 × 18 1.055 3.34 0.198 0.346 1.75

3 × 6 0.671 1.35 0.043 0.346 8.05

3 × 12 0.935 2.62 0.083 0.346 4.15

3 × 18 1.055 3.34 0.106 0.346 3.25

3 × 6 0.671 1.35 0.081 0.346 4.25

3 × 12 0.935 2.62 0.158 0.346 2.19

3 × 18 1.055 3.34 0.202 0.346 1.72

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

備考記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂

(a×2c）

③ 底板相互 突合せ 3交点

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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図 8.23(c) 脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1500mm）※初期亀裂 

 

検討結果より、底板突合せ溶接継手に初期亀裂深さ 3mm、亀裂長さ 6mm～18mmの半楕円表面亀裂を想定

した場合、脆性破壊発生に対して 1.7 倍程度以上の余裕度（＝CTOD／限界 CTOD）を有していることから、

この程度の表面亀裂から脆性破壊が発生する可能性は小さいと判断される。 

 

  

(3×6)

(3×12)

(3×18)

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

C
T
O

D
 δ

(m
m

)

評価歪 ε（％）

残留応力下での脆性破壊発生検討

溶接線に平行

溶接線と直角

3交点

限界CTOD（０℃）

限界CTOD



58 

 

（４）亀裂進展後の脆性破壊発生検討結果 

供用期間中の液の受入れ・払出しによる荷重の繰り返し（想定 1000回）を受けて、表面亀裂が進展

した後の亀裂寸法（表 8.11）に対して、脆性破壊発生を検討した結果を、表 8.17 及び図 24に示す。 

 

表 8.17(a)  脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=500mm）※亀裂進展後 

 

 

表 8.17(b)  脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1000mm）※亀裂進展後 

 

 

表 8.17(c)  脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1500mm）※亀裂進展後 

  

 

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

3.09 × 7.66 0.759 1.78 0.023 0.346 15.07

3.21 × 13.64 0.961 2.96 0.038 0.346 9.05

3.29 × 19.39 1.064 3.72 0.048 0.346 7.20

3.09 × 7.66 0.759 1.78 0.013 0.346 26.32

3.21 × 13.64 0.961 2.96 0.022 0.346 15.81

3.29 × 19.39 1.064 3.72 0.028 0.346 12.57

3.09 × 7.66 0.759 1.78 0.025 0.346 14.01

3.21 × 13.64 0.961 2.96 0.041 0.346 8.42

3.29 × 19.39 1.064 3.72 0.052 0.346 6.70

③ 底板相互 突合せ 3交点

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂
備考

(a×2c） 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

3.19 × 9.16 0.818 2.14 0.085 0.346 4.07

3.40 × 15.11 0.982 3.28 0.130 0.346 2.66

3.55 × 20.76 1.075 4.10 0.163 0.346 2.12

3.19 × 9.16 0.818 2.14 0.046 0.346 7.53

3.40 × 15.11 0.982 3.28 0.071 0.346 4.91

3.55 × 20.76 1.075 4.10 0.088 0.346 3.92

3.19 × 9.16 0.818 2.14 0.087 0.346 3.98

3.40 × 15.11 0.982 3.28 0.133 0.346 2.59

3.55 × 20.76 1.075 4.10 0.167 0.346 2.07

③ 底板相互 突合せ 3交点

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂
備考

(a×2c） 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

3.23 × 9.67 0.835 2.25 0.134 0.346 2.59

3.46 × 15.63 0.989 3.38 0.201 0.346 1.72

3.64 × 21.23 1.079 4.24 0.251 0.346 1.38

3.23 × 9.67 0.835 2.25 0.072 0.346 4.82

3.46 × 15.63 0.989 3.38 0.108 0.346 3.21

3.64 × 21.23 1.079 4.24 0.135 0.346 2.57

3.23 × 9.67 0.835 2.25 0.136 0.346 2.55

3.46 × 15.63 0.989 3.38 0.204 0.346 1.69

3.64 × 21.23 1.079 4.24 0.256 0.346 1.35

③ 底板相互 突合せ 3交点

① 底板相互 突合せ
溶接線に

平行

② 底板相互 突合せ
溶接線と

直角

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂
備考

(a×2c） 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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図 8.24(a) 脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=500mm）※亀裂進展後 

 

 

図 8.24(b) 脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1000mm）※亀裂進展後 

 

 
図 8.24(c) 脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1500mm）※亀裂進展後 
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検討結果より、底板突合せ溶接継手に亀裂深さ 3mm、亀裂長さ 6mm～18mm の半楕円表面亀裂を想定し、

液の受入れ・払出しによる荷重の繰り返しを受け場合、疲労亀裂進展後の脆性破壊発生に対して、最も厳

しい条件下においても 1.4 倍程度以上の余裕度（＝CTOD／限界 CTOD）を有していることから、この程度

の表面亀裂から脆性破壊が発生する可能性は小さいと判断される。 

 

表 8.18 には、以上の検討結果を纏めて示す。 

 

表 8.18  脆性破壊発生検討結果（3交点）※亀裂進展後 

No. 
不支持範囲 

R(mm) 

不支持深さ 

B(mm) 

初期亀裂 

(a×2c) 

CTOD 

δ(mm) 

限界 CTOD 

𝛿𝛿cr(mm) 

余裕度 

𝛿𝛿 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐⁄  
備考 

1 500 30.83 

3×6 0.025 0.346 14.01 

図 8.21(a) 3×12 0.041 0.346 8.42 

3×18 0.052 0.346 6.70 

2 1000 61.66 

3×6 0.087 0.346 3.98 

図 8.21(b) 3×12 0.133 0.346 2.59 

3×18 0.167 0.346 2.07 

3 1500 92.49 

3×6 0.136 0.346 2.55 

図 8.21(c) 3×12 0.204 0.346 1.69 

3×18 0.256 0.346 1.35 

 

 

 

 

  

半楕円表面亀裂

A点

C点
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4. 高レベル地震時のタンク隅角部への適用 

 

4.1 照査荷重 

 タンク隅角部溶接継手亀裂の照査用荷重として、高レベル地震時のタンク隅角部の浮上り現象に対 

するアニュラ板の終局強度を考える。 

 

（１）底板浮上り挙動 

図 9.1に示すように底板を単位幅の梁に近似すると、釣合方程式は以下の通り。 

𝐸𝐸𝐸𝐸
𝑑𝑑4𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑒𝑒4

+ 𝑒𝑒 = 0                                                       (9.1) 

これより、側板反力𝑞𝑞、底板浮上り量𝛿𝛿、及び底板端部の曲げモーメント𝑀𝑀𝑓𝑓は、それぞれ次のようにな

る。 

𝑞𝑞 =
2𝑒𝑒𝑑𝑑

3
                                                                 (9.2) 

𝛿𝛿 =
9𝑞𝑞4

128𝐸𝐸𝐸𝐸𝑒𝑒3
                                                          (9.3) 

𝑀𝑀𝑓𝑓 =
𝑒𝑒𝑑𝑑2

6
                                                                  (9.4) 

𝑀𝑀𝑓𝑓を底板の単位は場当たりの全塑性モーメント�𝜎𝜎𝑦𝑦𝑡𝑡
2

4
�と等値すれば、底板の降伏耐力𝑞𝑞𝑦𝑦，降伏耐力時の浮

上り変位𝛿𝛿𝑦𝑦はそれぞれ次のようになる【第１塑性関節(ヒンジ)発生点】。 

𝑞𝑞𝑦𝑦 =
2𝑡𝑡�1.5𝑒𝑒𝜎𝜎𝑦𝑦

3
                                                                                   (9.5) 

𝛿𝛿𝑦𝑦 =
3𝑡𝑡𝜎𝜎𝑦𝑦2

8𝐸𝐸𝑒𝑒
                                                                                             (9.6) 

 

  

底板の浮上り挙動 底板浮上りモデル 

図 9.1 タンク底板浮上り挙動 

 

（２）浮上り終局変位： 𝛿𝛿𝐵𝐵 

底板が降伏（第１塑性関節発生）した後の浮上り量𝛿𝛿と曲げモーメント𝑀𝑀𝑓𝑓の関係は、次式で表され

る。 

剛基礎

接地点（M=0)

単位幅の梁
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𝛿𝛿
𝛿𝛿𝑦𝑦

= 1 + 32�
𝑀𝑀𝑓𝑓

𝑀𝑀𝑦𝑦
− 1�                          (9.7) 

𝑀𝑀𝑓𝑓が底板の引張強度𝜎𝜎𝐵𝐵を用いた全塑性モーメントに達したときに底板破断が生じると仮定すると、

M𝑓𝑓 𝑀𝑀𝑦𝑦⁄ の最大値は次の値となる。 

�
𝑀𝑀𝑓𝑓

𝑀𝑀𝑦𝑦
�
𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚

=
𝜎𝜎𝑦𝑦
𝜎𝜎𝐵𝐵

                                                                                      (9.8) 

更に、底板の鋼種に応じて、降伏比が 80％以下の場合は𝜎𝜎𝐵𝐵 𝜎𝜎𝑦𝑦⁄ = 1.45、降伏比が 80％を超える場合は

𝜎𝜎𝐵𝐵 𝜎𝜎𝑦𝑦⁄ = 1.10とし、これらの値を式(9.7)に代入することにより、底板の終局浮上り量として次式が得ら

れる。 

・降伏比が 80％以下の場合，   𝛿𝛿𝐵𝐵 = 14𝛿𝛿𝑦𝑦               (9.9a) 

・降伏比が 80％を超える場合， 𝛿𝛿𝐵𝐵 = 4𝛿𝛿𝑦𝑦                     (9.9b) 

 

表 9.1に、上記の荷重条件を纏めて示す。 

 

表 9.1 照査用荷重条件 

タンク隅角部の浮上り 浮上り変位 

 

告示 78 号に基づき、タンク隅角部浮上り終局

変位𝛿𝛿𝐵𝐵を設定 

・𝛿𝛿𝐵𝐵 = 14𝛿𝛿𝑦𝑦（軟鋼） 

・𝛿𝛿𝐵𝐵 =   4𝛿𝛿𝑦𝑦（高張力鋼） 

但し、𝛿𝛿𝑦𝑦 = 3
8
𝑡𝑡𝑎𝑎∙𝜎𝜎𝑦𝑦2

𝐸𝐸∙𝑝𝑝
  

𝑞𝑞𝑦𝑦 =
2𝑡𝑡𝑚𝑚�1.5𝑒𝑒𝜎𝜎𝑦𝑦

3
 

 

 

（３）荷重の繰返し回数 

既往の調査検討においては、高レベル地震時のタンク隅角部底板の浮上り挙動の繰返し回数を 100回

に設定しており、今回の調査検討においても継続的な観点から、高レベル地震時のタンク隅角部浮上り

挙動に対する荷重繰返し回数 100 回を採用する。 

 

ここで、1回の地震を受けた場合の底板浮上り回数を検討した例として、河野らは 11万 klタンク（内

径 81.5m,高さ 24m）を対象にして、1995 年 1 月 17 日の兵庫県南部地震のうち葺合記録 N45W 波（最大加

速度 834gal）を用いて解析しており、その結果を図 9.2に示す。同図より、1回の地震に対して底板浮上

り回数は高々数回程度としている。 
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図 9.2 11万 klタンクの底板浮上り挙動例 15) 

 

一方、消防庁「屋外タンク貯蔵所の耐震安全性に関する調査検討報書」（H29 年 3 月）における屋外貯

蔵タンクの耐震安全性検討では、【旧法】3万 KLタンク（内径φ45.1m,高さ 21.3m）を対象にして、想定

南海トラフ地震（A地区 EW 方向の最大加速度 767gal）を用いて解析しており、その結果を図 9.3に示す。

同図より、1 回の地震に対して底板浮上り回数は小さな浮き上がりを含め総計 34 回であるが、実質的な

底板浮上り上り回数としては高々数回程度である。 

 

図 9.3 3万 KLタンクの底板浮上がり挙動例 16) 

 

以上より、何れも 1回の地震における実質的な底板浮上り回数は、高々数回程度と見込まれ、タンク

供用期間中に遭遇する高レベル地震の回数を考慮しても、タンク隅角部底板の浮上り挙動は高々100回

程度を考えられる。 
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4.2 解析対象 

（１）対象タンク 

表 9.2に、解析対象タンクを示す。 

 

表 9.2 対象タンク 

区分 
容量 

(kl) 

内径 

(mm) 

高さ 

(mm) 

液高さ 

(mm) 
液比重 材質 

構成板厚 (mm) 
備考 

底板 ｱﾆｭﾗ板 側板 

旧法 9,900 29,000 16,730 15,000 0.92 SS400 6 6 18 旧基準 

新法 32,000 45,000 22,000 20,000 1.0 SPV490Q 12 12 20  

新法 110.000 82,000 24,000 21,000 1.0 SPV490Q 12 21 36  

 

（２）解析条件 

・軸対称ソリッド解析 

・6 節点／8節点アイソパラメトリック要素 

・弾塑性大変形解析 

・硬化則：等方硬化 

・基礎と底板との離間・接触を考慮 

         ※解析コード：汎用有限要素法解析プログラム ABAQUS を使用。 

 

尚、解析に用いた圧力容器用鋼板 SPV490Qの材料定数を表 9.3に示す。 

 

表 9.3  材料定数[SPV490Q] 

縦弾性係数 E 205,939.7 N/mm2 

ポアソン比 ν 0.3 

降伏応力 σY 490 N/mm2 

引張強さ σu 610 N/mm2 

ひずみ硬化率 H’ E/100 （等方硬化） 

基礎ばね定数 Kb 0.3 N/mm3  

 

尚、材料の加工硬化特性については、添付資料-1に示す「2013 ASME Boiler and Pressure Vessel Code, 

Sec.Ⅷ,Division 2」の算定式による応力-歪み線図を比較して、等方硬化則𝐻𝐻′ = 𝐸𝐸 100⁄ を採用した。 

 

 

（３）底板の終局浮上り量 

表 9.4に、対象タンクのアニュラ板浮き上がり量を示す。 
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表 9.4 底板の浮上り変位 

区分 
容量 

(kl) 

液圧 ｐ 

(N/mm2) 

ｱﾆｭﾗ板 

材質 

ｱﾆｭﾗ板 

ta （mm) 

降伏点

(N/mm2) 

降伏変位

δy （mm) 

終局変位

δB （mm) 
備考 

旧法 9,900 0.1353 SS400 6 245 4.847 67.9 𝛿𝛿𝐵𝐵 = 14𝛿𝛿𝑦𝑦 

新法 32,000 0.1961 SPV490Q 12 490 26.754 107.1 𝛿𝛿𝐵𝐵 = 4𝛿𝛿𝑦𝑦 

新法 110.000 0.2059 SPV490Q 21 490 44.591 178.6 𝛿𝛿𝐵𝐵 = 4𝛿𝛿𝑦𝑦 

 

図 9.4に、底板浮き上がりによるタンク全体に傾斜角度を示す。同図より、タンク全体の傾斜角度θ

はほぼ同じ程度となる。 

 

 

図 9.4(a)底板の浮上り変位 

 

図 9.4(b)タンクの全体傾斜角度 
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（４）解析モデル 

 図 9.5に、タンク隅角部の解析モデル範囲（側部は 1000mm高さ,底部は 2500mm 幅）を示す。 

 

図 9.5 タンク隅角部の解析モデル 

 

 図 9.6に、解析対象タンクの解析モデル図をそれぞれ示す。 

 

図 9.6(a)  9,900klタンクの解析モデル 
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図 9.6(b)  32,000klタンクの解析モデル 

 

 

 

図 9.6(c)  110,000klタンクの解析モデル  
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4.3残留応力場での疲労亀裂進展解析 

 

ここでは、タンク隅角部を対象にして、図 9.7に示す位置に表面亀裂がそれぞれ存在した場合を想定

して疲労亀裂進展解析を適用する。 

   

①側板×アニュラ板（平行） ②アニュラ板相互（直角） ③アニュラ板×底板（平行） 

図 9.7  表面亀裂を有するタンク隅角部溶接継手 

 

表 9.5に、解析対象タンクにおける側板×アニュラ板溶接継手の隅肉脚長を示す。 

 

表 9.5 側板×アニュラ板溶接継手 

区分 
容量 

(kl) 
材質 

板厚構成(mm) 隅肉寸法 (mm) 
備考 

底板 ｱﾆｭﾗ板 側板 W1 W2 W3 W4 

旧法 9,900 SS400 6 6 18 6 6 6 6 θ=45° 

新法 32,000 SPV490Q 12 12 20 15 12 12 12 θ=39° 

新法 110.000 SPV490Q 12 21 36 20 16 16 16 θ=39° 

 

 

（１）応力集中係数 

一般的に、実機タンクの側板×アニュラ板溶接継手には部分溶込みグルーブ溶接が用いられて、タンク

内面側の隅肉溶接は、アニュラ板側の隅肉脚長（𝑊𝑊1）が側板側（𝑊𝑊2）より長い不等脚長（𝑊𝑊1 ≥ 𝑊𝑊2）と

なっている。実機タンクの隅肉溶接寸法より、次式を用いてビード立上り角度θ（図 9.8）を計算すると、

図 9.9のように概ねθ=35～40°程度となっている。 

𝜃𝜃 = 𝑡𝑡𝑀𝑀𝑡𝑡−1 �
𝑊𝑊2

𝑊𝑊1
�                                                                                       (9.10) 

     

 

 

図 9.8 側板×アニュラ板隅肉溶接継手 
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図 9.9  タンク内面側の隅肉溶接角度 

 

これより、側板×アニュラ板溶接継手の隅肉溶接止端部における応力集中係数は、図 6.22（隅肉溶接

止端部の応力集中係数𝐾𝐾�t）において、安全側の取扱いとして隅肉溶接角度𝜃𝜃 = 40°として評価すると概ね

K=3.7 となる。 但し、溶接止端部の曲率半径として0 ≤ ρ ｔ⁄ ≤ 0.1の適用制限があり、止端部形状が滑

らかでないものを想定している。 

 

 

図 6.22 隅肉溶接止端部の応力集中係数𝐾𝐾�t 

 

一方、危険物を貯蔵する屋外貯蔵タンクでは、消防法令上、当該溶接ビードは滑らかな形状を有するこ

とが要求される【規則第 20 条４】。従って、図 9.10 の「LNG 地上式貯槽指針」において止端部曲率半径

を概ねρ=5mm 程度とすると、隅肉溶接止端部の応力集中係数は、現実的には K=1.8 程度と考えるのが妥

当である。 
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図 9.10   側板×アニュラ板隅肉溶接継手止端部の応力集中係数 1) 

 

 

【参考】消防危第 169 号「屋外タンク貯蔵所の地震対策について」，昭和 54年 12月 25日 

地震防災対策強化地域（強化地域）内の屋外タンク貯蔵所に対する措置のうち、「側板とアニュラ板の

内側隅肉溶接アニュラ板側脚長について」において、応力集中を軽減するために当該ビードの形状をア

ニュラ板の板厚に応じて規定している。 

 

（参考表 6.1）隅肉溶接ビード形状標準値 

アニュラ板 

の板厚(mm) 

溶接止端部の 

曲率半径(mm) 

備考 

12未満 3以上  

12以上18未満 20以上  

18以上21未満 30以上  

21以上24未満 40以上  

24以上 40以上  

 

ρ=5mm      

1.8 
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アニュラ板相互の突合せ溶接継手の止端部における応力集中係数は、図 6.19（突合せ溶接止端部の応

力集中係数𝐾𝐾�t）より、前出と同様に評価するものとすると、表面亀裂を有するタンク隅角部溶接継手の

応力集中係数として、表 9.6に示す値を用いる。 

 

表 9.6  タンク隅角部溶接継手の応力集中係数 

記号 部位 継手 亀裂の方向 
残留応力項   

𝛼𝛼R 

応力集中 

係数 𝑀𝑀𝐾𝐾 
備考 

① 側板×アニュラ板 T 継手 溶接線に平行 0.36 1.8 

隅肉溶接止端部 

曲率半径 R=5mm 程

度 

② アニュラ板相互 突合せ 溶接線と直角 0.6 1.0  

③ アニュラ×底板 突合せ 溶接線と直角 0.36 1.9 (曲げ応力の影響小) 

 

これより、タンク隅角部溶接継手において、表面亀裂が溶接線に平行に位置する場合（記号①）が最も

安全側の評価を与えることから、疲労亀裂進展解析は当該ケースについて実施するものとする。 
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（２）変形状態 

 図 9.11に、底板浮上り時におけるタンク隅角部の変形状態及び応力分布を示す。 

 

 

浮上り変位 67.9mm 
 

図 9.11(a)  タンク隅角部の応力分布（9,900klタンク） 

 

 

浮上り変位 107.1mm  

図 9.11(b)  タンク隅角部の応力分布（32,000klタンク） 

 

 

浮上り変位 178.6mm  

図 9.11(c)  タンク隅角部の応力分布（110,000klタンク） 
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（３）タンク内表面の応力・歪み 

図 9.12に、タンク内面側（接液側）における半径方向の応力分布及び歪み分布を示す。同図より、

何れのタンクにおいても隅肉溶接止端部より 100mm～150mmの範囲で材料の降伏点を超えており、特に

止端部より概ね 50mm の範囲ではやや強い歪み領域となっている。   

図 9.13に、タンク内面側（接液側）における円周方向の応力分布及び歪み分布を示す。同図より、

半径方向応力に比べて、円周方向応力の発生は小さいことが分かる。又、地震時の底板浮上り挙動を軸

対称変形問題に近似したことから、円周方向歪みの発生は小さい。 

 

ここで、【旧法】9,900klタンクの側板×アニュラ板溶接継手部において、図 9.12(a)のタンク内面側

の隅肉溶接止端部に発生する半径方向及び円周方向ピーク応力の履歴を、図 9.14に示す。 

同図より、地震時の底板浮上り挙動の繰返しに応じて、隅肉溶接止端部の半径方向応力がループを描

いて増加する様子が分かる。当該タンクのアニュラ板は、旧基準による比較的薄い板厚 6mm（材質

SS400）を採用していることから、底板浮上りによる終局変位（𝛿𝛿B = 67.9mm）を繰返し 3回負荷した範

囲では、応力－歪み関係は収束に至っていない。 

 

 
図 9.14(a) 半径方向応力の履歴（9,900klタンク） 

 

 

図 9.14(b) 円周方向応力の履歴（9,900klタンク） 
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図 9.12(a)  半径方向の表面応力・表面歪み（9,900klタンク） 

 

  

図 9.12(b)  半径方向の表面応力・表面歪み（32,000klタンク） 

 

  

図 9.12(c)  半径方向の表面応力・表面歪み（110,000kl タンク） 
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（円周方向の表面応力・表面歪み） 

  

図 9.13(a)  円周方向の表面応力・表面歪み（9,900klタンク） 

 

  

図 9.13(b)  円周方向の表面応力・表面歪み（32,000klタンク） 

 

  

図 9.13(c)  円周方向の表面応力・表面歪み（110,000klタンク） 
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（４）歪み履歴 

 ここで、タンク隅角部の隅肉溶接止端部近傍に発生する応力は、構造的不連続に起因した二次応力

と、溶接止端部形状による応力集中（ピーク応力）に分類される。このとき、FEM弾塑性解析により、

応力集中部となる隅肉溶接止端部近傍のビード形状、要素分割（メッシュの粗さ）が解析精度に大きく

影響する。そこで、溶接止端部の応力を、溶接ビード形状による局部的な応力集中を含まない、二次応

力を「ホットスポット応力」として定義される。 

ここでは、ホットスポット応力の算定法として、隅肉溶接止端部から板厚の 0.5倍と 1.5倍の位置に

おける応力値（歪み）を直線（最小二乗法）で結び、溶接止端部位置に外挿した応力値（SR202 B法）

に、上記の応力集中係数を乗じる。 

 

 

図 9.15  ホットスポット応力 

 

 図 9.16に、底板浮上り挙動時の隅肉溶接止端部のホットスポット歪みの履歴を示す。 

 

 

図 9.16(a)  隅肉溶接止端部の歪み履歴（9,900klタンク） 
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図 9.16(b)  隅肉溶接止端部の歪み履歴（32,000kl タンク） 

 

図 9.16(c)  隅肉溶接止端部の歪み履歴（110,000kl タンク） 

 

 表 9.7 に、底板浮上り挙動時の疲労亀裂進展解析及び脆性破壊発生検討に用いる最大歪みと歪み振幅

を示す。尚、【旧法】9,900klタンクについては、図 9.14(a)の半径方向応力履歴と同様に収束に至ってい

ないことから、この間の経路の平均値を用いることにした。 

 

表 9.7 歪み振幅（底板浮上り時） 

区分 
容量 

(kl) 

ｱﾆｭﾗ板厚 

(mm) 

最大歪み 

εmax(％) 

歪み振幅 

Δε(％) 
経路 

歪み 

ε(％) 
備考 

旧法 9,900 6 3.228 
1.556 

（平均） 

①→② 3.228→1.426 1.802 

②→③ 1.426→2.881 1.455 

③→④ 2.881→1.229 1.652 

④→⑤ 1.229→2.545 1.316 

新法 32,000 12 2.077 0.732 － 1.345→2.077  

新法 110.000 21 1.486 0.463 － 1.023→1.486  

2.077%

1.345%
0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0.00% 1.00% 2.00% 3.00% 4.00%

浮
上

り
変

位
(m

m
)

ひずみ(%)

溶接止端部ひずみ履歴

上面

1.486%

1.023%0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0%

浮
上

り
変

位
(m

m
)

歪み(％)

溶接止端部ひずみ履歴

上面



78 

 

4.3.1 側板×アニュラ板溶接継手（隅肉溶接） 

 

 

図 9.17 側板×アニュラ板溶接継手（T継手） 

 

（１）疲労亀裂進展結果 

 解析では、側板×アニュラ板隅肉溶接止端部において、表面亀裂が溶接線に平行に位置する場合を想

定して、表 9.8に示す応力集中係数を考慮した。 

 

表 9.8 応力集中係数（側板×アニュラ板） 

亀裂の方向 最深部(A点) 板表面(C点) 

溶接線に平行 1.0 1.8 

 

解析結果（最安全側）より、疲労亀裂の進展状況を図 9.18に、応力拡大係数範囲を図 9.19 に示す。

更に、結果の纏めを表 9.9に示す。表 9.9のうち、【旧法】9,900kl タンクにおいては、初期亀裂に対し

ても応力拡大係数範囲ΔKが適用範囲（∆K ≤ 100MPa√𝑚𝑚）を大きく超えている（図 9.20）。同様に、

【新法】32,000klタンクにおいては適用範囲をやや超える結果となった。一方、【新法】110,000klタ

ンクでは、板表面（C点）の応力拡大係数範囲が適用限界に達するまで計算を行った。 

 

表 9.9 残留応力下での疲労進展解析結果（荷重繰返し 100回） 

区分 
容量 

(kl) 

歪み振幅 

Δε(％) 

応力振幅 

∆σ(𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀) 

繰返し 

回数 

初期亀裂 

（深さ×長

さ） 

進展亀裂 

（深さ×長さ） 

亀裂進展量 

（深さ×長さ） 

備考 

(ΔKC) 

旧法 

 

9,900 

(6mm) 

1.556 3204 (50) 

1.5×4 (2.97×22.37) (1.47×18.37) 271 * 

1.5×8 (3.33×28.52) (1.83×20.52) 251 * 

1.5×12 (3.63×34.58) (2.13×22.58) 225 * 

新法 

 

32,000 

(12mm) 

0.732 1507 100 

1.5×4 1.91×7.76 0.41×3.76 131 * 

1.5×8 2.13×11.31 0.63×3.34 118 * 

1.5×12 2.27×14.79 0.77×2.79 104 * 

新法 

 

110.000 

(21mm) 

0.463 954 100 

1.5×4 1.61×5.05 0.11×1.05 84 

1.5×8 1.69×8.82 0.19×0.82 75 

1.5×12 1.74×12.61 0.24×0.61 66 

                  (備考)応力集中係数:最深部（A点）1.0、板表面（C点）1.8を考慮 
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初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.18(a) 疲労亀裂進展解析結果（9,900klタンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.18(b) 疲労亀裂進展解析結果（32,000klタンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.18(c) 疲労亀裂進展解析結果（110,000klタンク） 
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初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.19(a) 応力拡大係数範囲（9,900kl タンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.19(b)  応力拡大係数範囲（32,000klタンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.19(c) 応力拡大係数範囲（110,000klタンク） 
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図 9.20 応力拡大係数範囲（初期亀裂） 

 

地震時の底板浮上り挙動（想定 100回）に対して、側板×アニュラ板溶接継手部の隅肉溶接止端部に

想定した表面亀裂（溶接線に平行）の疲労亀裂進展解析の結果は、以下の通り。 

【旧法】9,900kl タンクでは初期亀裂直後から板表面方向に急激に進展拡大し、板厚方向（t＝6mm）

にも亀裂が進展して貫通に至ることが分かる。 

一方、【新法】32,000klタンクでは、板幅方向に 2.8mm～3.8mm程度の進展量が認められるが、板厚方

向（t＝12mm）には初期亀裂 1.5mm に対して最大深さが 2.3mm程度に留まり、板厚を貫通する可能性は

低い（a/t≒0.19）。 

同様に、【新法】110,000kl タンクでは、板幅方向に 0.6mm～1.1mm程度の進展量に留まり、板厚方向

（t＝21mm）にも最大深さが 1.7mm 程度に留まり、板厚を貫通する可能性は極めて低い（a/t≒0.08）。 
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4.3.2 アニュラ板相互溶接継手（突合せ溶接） 

 

 

 

図 9.21 アニュラ板相互溶接継手（直角） 

 

（１）疲労亀裂進展結果 

解析では、側板内面近傍のアニュラ板相互突合せ溶接継手において、表面亀裂が溶接線に直角に位置

する場合を想定して、表 9.10に示す応力集中係数を考慮した。 

 

表 9.10 応力集中係数（アニュラ板相互） 

亀裂の方向 最深部(A点) 板表面(C点) 

溶接線に直交 1.0 1.0 

 

解析結果（最安全側）より、疲労亀裂の進展状況を図 9.22に、応力拡大係数範囲を図 9.23 に示す。

更に、結果の纏めを表 9.11に示す。表 9.11のうち、【旧法】9,900klタンクにおいては、初期亀裂に対

しても応力拡大係数範囲ΔKが適用範囲（∆K ≤ 100MPa√𝑚𝑚）をやや超える結果となった（図 9.24）。そ

れ以外では、板表面（C点）の応力拡大係数範囲が適用限界に達するまで計算を行った。 

 

表 9.11 残留応力下での疲労進展解析結果（荷重繰返し 100回） 

区分 
容量 

(kl) 

歪み振幅 

Δε(％) 

応力振幅 

∆σ(𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀) 

繰返し 

回数 

初期亀裂 

（深さ×長

さ） 

進展亀裂 

（深さ×長さ） 

亀裂進展量 

（深さ×長さ） 

備考 

(ΔK) 

旧法 

 

9,900 

(6mm) 

1.556 3204 100 

1.5×4 3.03×12.87 1.53×8.87 150 * 

1.5×8 3.60×19.55 2.10×11.55 139 * 

1.5×12 4.00×25.86 2.50×13.86 125 * 

新法 

 

32,000 

(12mm) 

0.732 1507 100 

1.5×4 1.79×4.76 0.29×0.76 73 

1.5×8 2.07×8.70 0.57×0.70 65 

1.5×12 2.24×12.59 0.74×0.59 58 

新法 

 

110.000 

(21mm) 

0.463 954 100 

1.5×4 1.60×4.21 0.10×0.21 47 

1.5×8 1.69×8.17 0.19×0.17 42 

1.5×12 1.74×12.12 0.24×0.12 37 

                  (備考)応力集中係数:最深部（A点）1.0、板表面（C点）1.0考慮 
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初期亀裂(1.5mm×4mm) 初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.22(a) 疲労亀裂進展解析結果（9,900klタンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.22(b) 疲労亀裂進展解析結果（32,000klタンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.22(c) 疲労亀裂進展解析結果（110,000klタンク） 
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初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.23(a) 応力拡大係数範囲（9,900kl タンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9. 23(b) 応力拡大係数範囲（32,000klタンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.23(c) 応力拡大係数範囲（110,000klタンク） 
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図 9.24 応力拡大係数範囲（初期亀裂） 

 

地震時の底板浮上り挙動（想定 100回）に対して、側板近傍のアニュラ板相互溶接継手部の隅肉溶接

止端部に想定した表面亀裂（溶接線に直交）の疲労亀裂進展解析の結果は、以下の通り。 

【旧法】9,900kl タンクでは初期亀裂直後から板表面方向に進展拡大し、板厚方向（t＝6mm）には初

期亀裂 1.5mm に対して最大深さが 4.0mm程度に進展しており、亀裂貫通に至る可能性がある（a/t≒

0.67）。 

一方、【新法】32,000klタンクでは、板幅方向に 0.6mm～0.8mm程度の進展量に留まり、板厚方向（t

＝12mm）にも初期亀裂 1.5mmに対して最大深さが 2.2mm程度に留まり、板厚を貫通する可能性は低い

（a/t≒0.19）。 

同様に、【新法】110,000kl タンクでは、板幅方向に 0.1mm～0.2mm 程度の進展量に留まり、板厚方向

（t＝21mm）にも最大深さが 1.7mm 程度に留まり、板厚を貫通する可能性は極めて低い（a/t≒0.08）。 
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4.4 残留応力下での脆性破壊発生検討 

 

4.4.1 側板×アニュラ板溶接継手（隅肉溶接） 

 

 

 

図 9.25 側板×板×アニュラ板溶接継手（T継手） 

 

（１）亀裂先端開口変位 CTODの算定 

 側板×アニュラ板溶接継手部の内側隅肉溶接止端部の応力集中係数を K=1.8（表 9.8）と置くと、応

力集中部に作用する局所歪𝜀𝜀より、CTOD設計曲線（図 9.26）を用いて当該箇所に存在する亀裂の開口変

位 CTOD δを評価した結果を、表 9.12 に示す。 

 

表 9.12(a) 亀裂先端開口変位 CTOD の計算結果（9,900klタンク） 

 
 

表 9.12(b) 亀裂先端開口変位 CTOD の計算結果（32,000klタンク） 

 
 

表 9.12(c) 亀裂先端開口変位 CTOD の計算結果（110,000klタンク） 
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図 9.26  CTOD設計曲線（側板×アニュラ板） 

 

（２）脆性破壊発生検討 

 地震時底板浮上り挙動による繰返し（100回想定）において、初期亀裂に対する脆性破壊発生の可能

性を検討した結果を、表 9.13及び図 9.27 に示す。 

 

表 9.13(a) 脆性破壊発生検討結果（9,900klタンク）※初期亀裂 

 

 

表 9.13(b)  脆性破壊発生検討結果（32,000klタンク）※初期亀裂 

 

 

表 9.13(c)  脆性破壊発生検討結果（110,000klタンク）※初期亀裂 
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設計CTOD曲線

9,900kl（旧法）

32,000kl（新法）

110,000kl（新法）

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.5 × 4 0.786 0.93 0.190 0.346 1.82

1.5 × 8 1.020 1.56 0.319 0.346 1.08

1.5 × 12 1.118 1.87 0.383 0.346 0.90 *

表面亀裂
備考

(a×2c）

①
側板×

アニュラ板
T継手

溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.5 × 4 0.773 0.90 0.117 0.356 3.04

1.5 × 8 0.979 1.44 0.188 0.356 1.90

1.5 × 12 1.055 1.67 0.218 0.356 1.63

①
側板×

アニュラ板
T継手

溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂
備考

(a×2c） 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.5 × 4 0.770 0.89 0.083 0.356 4.31

1.5 × 8 0.970 1.41 0.131 0.356 2.72

1.5 × 12 1.041 1.63 0.151 0.356 2.36

表面亀裂
備考

(a×2c）
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側板×

アニュラ板
T継手

溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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図 9.27 脆性破壊発生検討結果（初期亀裂） 

 

図 9.27 より、【旧法】9,900klタンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mm で、亀裂長さが 4mm～8mm程度の

表面亀裂であれば、脆性破壊に対して少なくとも 1.08倍程度以上の余裕度を有するが、亀裂長さが

12mm程度になると脆性破壊に対する余裕度は確保出来ない。 

一方、【新法】32,000klタンク及び【新法】110,000klタンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mm で、長

さが 4mm～12mm程度であれば、脆性破壊に対して少なくとも 1.6倍以上の余裕度を有している。 

 

（３）亀裂進展後の脆性破壊発生検討 

 地震時底板浮上り挙動による繰返し（100回想定）に対して、進展後の亀裂から脆性破壊発生の可能

性を検討した結果を、表 9.14及びに図 9.28示す。 

 

表 9.14(a) 脆性破壊発生検討結果（9,900klタンク）※荷重繰返し 50回 

 

 

表 9.14(b) 脆性破壊発生検討結果（32,000klタンク）※亀裂進展後 

 

 

(1.5×4)

(1.5×8)

(1.5×12)

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0

C
T
O

D
 δ

(m
m

)

評価歪 ε（％）

残留応力下での脆性破壊発生検討

9,900kl（旧法）

32,000kl（新法）

110,000kl（新法）

限界CTOD（０℃）

限界CTOD

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度
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備考
(a×2c）

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂

①
側板×

アニュラ板
T継手

溶接線に

平行

𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.91 × 7.76 0.916 1.60 0.209 0.356 1.70

2.13 × 11.31 0.993 2.10 0.274 0.356 1.30

2.27 × 14.79 1.044 2.48 0.323 0.356 1.10

表面亀裂
備考

(a×2c）

①
側板×

アニュラ板
T継手

溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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表 9.14(c) 脆性破壊発生検討結果（110,000klタンク）※亀裂進展後 

 

 

   

図 9.28 脆性破壊発生検討結果（亀裂進展後） 

※9,900klタンクは荷重繰返し 50回 

 

図 9.28 より、【旧法】9,900klタンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mm で、亀裂長さが 4mm～12mm程度

の表面亀裂が、繰返し荷重により進展した後の亀裂寸法では、脆性破壊に対する余裕度を確保出来ない

ことが分かる。 

一方、【新法】32,000klタンク及び【新法】110,000klタンクでは、上記の初期亀裂が進展した後の

亀裂寸法に対しても、脆性破壊に対して少なくとも 1.1倍以上の余裕度を有している。 

 

 

  

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.61 × 5.05 0.826 1.10 0.102 0.356 3.49

1.69 × 8.82 0.966 1.58 0.147 0.356 2.43

1.74 × 12.61 1.029 1.84 0.171 0.356 2.08

①
側板×

アニュラ板
T継手

溶接線に

平行

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂
備考

(a×2c） 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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残留応力下での脆性破壊発生検討

9,900kl（旧法）

32,000kl（新法）

110,000kl（新法）

限界CTOD（０℃）

限界CTOD
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4.4.2 アニュラ板相互溶接継手（突合せ溶接） 

 

 

 

図 9.29 アニュラ板相互溶接継手（直角） 

 

（１）亀裂先端開口変位 CTODの算定 

 側板内面近傍のアニュラ板相互突合せ溶接継手において、表面亀裂が溶接線に直角に位置する場合を

想定して、突合せ溶接止端部の応力集中係数を K=1.0（表 9.10）と置くと、応力集中部に作用する局所

歪𝜀𝜀より、CTOD設計曲線（図 9.30）を用いて当該箇所に存在する亀裂の開口変位 CTOD δを評価した結果

を、表 9.15 に示す。 

 

表 9.15(a) 亀裂先端開口変位 CTOD の計算結果（9,900klタンク） 

 
 

表 9.15(b) 亀裂先端開口変位 CTOD の計算結果（32,000klタンク） 

 
 

表 9.15(c) 亀裂先端開口変位 CTOD の計算結果（110,000klタンク） 
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図 9.30  CTOD設計曲線（アニュラ板相互） 

 

（４）脆性破壊発生検討（初期亀裂） 

 地震時底板浮上り挙動による繰返し（100回想定）に対して、初期亀裂において脆性破壊発生の可能

性を検討した結果を、表 9.16及び図 9.31 に示す。 

 

表 9.16(a) 脆性破壊発生検討結果（9,900klタンク）※初期亀裂 

 

 

表 9.16(b) 脆性破壊発生検討結果（32,000klタンク）※初期亀裂 

 

 

表 9.16(c) 脆性破壊発生検討結果（110,000klタンク）※初期亀裂 
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WES2805-2011による設計CTOD曲線

設計CTOD曲線

9900kl（旧法）

32,000kl（新法）

110,000kl（新法）

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.5 × 4 0.786 0.93 0.106 0.346 3.27

1.5 × 8 1.019 1.56 0.178 0.346 1.94

1.5 × 12 1.115 1.87 0.213 0.346 1.62

備考
(a×2c）

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂

①
アニュラ板

相互
突合せ

溶接線に

直角

𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.5 × 4 0.773 0.90 0.066 0.356 5.38

1.5 × 8 0.979 1.44 0.106 0.356 3.36

1.5 × 12 1.054 1.67 0.123 0.356 2.89

①
アニュラ板

相互
突合せ

溶接線に

直角

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂
備考

(a×2c） 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.5 × 4 0.773 0.90 0.047 0.356 7.51

1.5 × 8 0.979 1.44 0.076 0.356 4.68

1.5 × 12 1.054 1.67 0.088 0.356 4.04

表面亀裂
備考

(a×2c）

①
アニュラ板

相互
突合せ

溶接線に

直角

記号 部位 継手
亀裂の

方向 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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図 9.31 脆性破壊発生検討結果（初期亀裂） 

 

図 9.31 より、【旧法】9,900klタンク、【新法】32,000klタンク及び【新法】110,000klタンクで、初

期亀裂の深さが 1.5mm で、亀裂長さが 4mm～12mm程度の表面亀裂であれば、脆性破壊に対して少なくと

も 1.6倍以上の余裕度を有している。 

 

（５）亀裂進展後の脆性破壊発生検討 

 地震時底板浮上り挙動による繰返し（100回想定）に対して、進展後の亀裂から脆性破壊発生の可能

性を検討した結果を、表 9.17及び図 9.32 に示す。 

 

表 9.17(a) 脆性破壊発生検討結果（9,900klタンク）※亀裂進展後 

 

 

表 9.17(b) 脆性破壊発生検討結果（32,000klタンク）※亀裂進展後 
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残留応力下での脆性破壊発生検討

9,900kl（旧法）

32,000kl（新法）

110,000kl（新法）

限界CTOD（０℃）

限界CTOD

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

3.03 × 12.87 0.786 1.87 0.214 0.346 1.62

3.60 × 19.55 1.019 3.74 0.427 0.346 0.81 *

4.00 × 25.86 1.115 4.97 0.568 0.346 0.61 *

①
アニュラ板

相互
突合せ

溶接線に

直角

備考
(a×2c）

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂

𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.79 × 4.76 0.773 1.07 0.079 0.356 4.51

2.07 × 8.70 0.979 1.98 0.146 0.356 2.43

2.24 × 12.59 1.054 2.49 0.184 0.356 1.94

①
アニュラ板

相互
突合せ

溶接線に

直角

記号 部位 継手
亀裂の

方向

表面亀裂
備考

(a×2c） 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄
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表 9.17(c) 脆性破壊発生検討結果（110,000klタンク）※亀裂進展後 

 

 

 

 

図 9.32 脆性破壊発生検討結果（亀裂進展後） 

 

図 9.32 より、【旧法】9,900klタンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mm で、亀裂長さが 8mm～12mm程度

の表面亀裂が、繰返し荷重により進展した後の亀裂寸法では、脆性破壊に対する余裕度を確保出来ない

ことが分かる。 

一方、【新法】32,000klタンク及び【新法】110,000klタンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mm で、亀

裂長さが 4mm～12mm程度の表面亀裂が進展した後の亀裂寸法に対しても、脆性破壊に対して少なくとも

1.9 倍以上の余裕度を有している。 

 

  

係数 特性寸法 CTOD 限界CTOD 余裕度

1.60 × 4.21 0.773 0.96 0.051 0.356 7.04

1.69 × 8.17 0.979 1.62 0.086 0.356 4.16

1.74 × 12.12 1.054 1.93 0.102 0.356 3.48

表面亀裂
備考

(a×2c）
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溶接線に

直角
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亀裂の

方向 𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄𝑐𝑐̅ 𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿  𝑚𝑚𝑚𝑚 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐  𝑚𝑚𝑚𝑚𝐹𝑡𝑡 𝛿𝛿𝑐𝑐𝑐𝑐 𝛿𝛿⁄

(1.5×4)

(1.5×8)

(1.5×12)

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0

C
T
O

D
 δ

(m
m

)

評価歪 ε（％）

残留応力下での脆性破壊発生検討

9,900kl（旧法）

32,000kl（新法）

110,000kl（新法）

限界CTOD（０℃）

限界CTOD



94 

 

5. まとめ  

 

5.1 初期不整又は局部沈下を有する底板への適用 

 

5.1.1 初期不整（凸型変形）を有する底板の検討結果 

 照査荷重として底板の初期不整（凸型変形）を仮定した結果、以下のことが分かった。 

 

（１）残留応力場での疲労亀裂進展解析 

初期不整（凸型変形）を有する底板の場合、溶接線近傍の表面亀裂については、供用期間中の液の受入

れ・払出しによる荷重の繰り返しに対して、表面亀裂進展の進展は殆ど認められない。 

 

  

初期亀裂(3mm×6mm) 初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.11(c) 疲労亀裂進展解析結果（不陸範囲 R=1500mm） 

 

（２）残留応力場での脆性破壊発生検討 

検討結果より、底板突合せ溶接継手に亀裂深さ 3mm、亀裂長さ 6mm～18mmの半楕円表面亀裂を想定した

場合、最大歪み（εmax＝0.074%）における脆性破壊発生に対して 20倍程度以上の余裕度（＝CTOD／限界

CTOD）を有していることから、この程度の表面亀裂から脆性破壊が発生する可能性は極めて小さいと判断

される。 

 

図 8.21 脆性破壊発生検討結果（初期亀裂） 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

10 100 1,000 10,000 100,000

亀
裂

進
展

(m
m

)

荷重繰返し数

疲労亀裂進展解析結果

最深部(a)

板表面(2c)

0

5

10

15

20

25

30

35

40

10 100 1,000 10,000 100,000

亀
裂

進
展

(m
m

)

荷重繰返し数

疲労亀裂進展解析結果

最深部(a)

板表面(2c)

(3×6)(3×12)
(3×18)

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

C
T
O

D
 δ

(m
m

)

評価歪 ε（％）

残留応力下での脆性破壊発生検討

溶接線に平行

溶接線と直角

3交点

限界CTOD（０℃）

限界CTOD



95 

 

5.1.2 局部沈下（凹型変形）を有する底板の検討結果 

 照査荷重として底板の局部沈下（凹型変形）を仮定した結果、以下のことが分かった。 

 

（１）残留応力場での疲労亀裂進展解析 

局部沈下（凹型変形）を有する底板の場合、溶接線近傍の表面亀裂については、供用期間中の液の受入

れ・払出しによる荷重の繰り返し回数（想定 1000回）に対して、表面亀裂進展の進展は殆ど認められな

い。 

 

  

初期亀裂(3mm×6mm) 初期亀裂(3mm×18mm) 

図 8.17(c) 疲労亀裂進展解析結果（不支持範囲 R=1500mm） 

 

（２）残留応力場での脆性破壊発生検討 

検討結果より、底板突合せ溶接継手に初期亀裂深さ 3mm、亀裂長さ 6mm～18mmの半楕円表面亀裂を想定

した場合、脆性破壊発生に対して 1.7 倍程度以上の余裕度（＝CTOD／限界 CTOD）を有していることから、

この程度の表面亀裂から脆性破壊が発生する可能性は小さいと判断される。 

 

 

図 8.23(c) 脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1500mm）※初期亀裂 
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検討結果より、底板突合せ溶接継手に亀裂深さ 3mm、亀裂長さ 6mm～18mm の半楕円表面亀裂を想定し、

液の受入れ・払出しによる荷重の繰り返し（1000 回程度）を受けた場合、疲労亀裂進展後の脆性破壊発

生に対して、最も厳しい条件下においても 1.3 倍程度以上の余裕度（＝CTOD／限界 CTOD）を有している

ことから、この程度の表面亀裂から脆性破壊が発生する可能性は小さいと判断される。 

 

 
図 8.24(c) 脆性破壊発生検討結果（不支持範囲 R=1500mm）※亀裂進展後 
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5.2 高レベル地震時のタンク隅角部への適用 

 

5.2.1 側板×アニュラ板溶接継手（隅肉溶接） 

地震時の底板浮上り挙動（想定 100回）に対して、側板×アニュラ板溶接継手部の隅肉溶接止端部に

想定した表面亀裂（溶接線に平行）の疲労亀裂進展解析及び脆性破壊発生検討の結果は、以下の通り。 

 

（１）残留応力場での疲労亀裂進展解析 

【旧法】9,900klタンクでは初期亀裂直後から板表面方向に急激に進展拡大し、板厚方向（t＝6mm）に

も亀裂が進展して貫通に至ることが分かる。尚、当該タンクでは初期亀裂に対して応力拡大係数範囲ΔK

が適用範囲（∆K ≤ 100MPa√𝑚𝑚）を大きく超えている。 

一方、【新法】32,000kl タンクでは、板幅方向に 2.8mm～3.8mm 程度の進展量が認められるが、板厚方

向（t＝12mm）には初期亀裂 1.5mm に対して最大深さが 2.3mm程度に留まり、板厚を貫通する可能性は低

い（a/t≒0.19）。尚、当該タンクでは初期亀裂に対して応力拡大係数範囲が適用範囲をやや超える結果と

なった。 

同様に、【新法】110,000kl タンクでは、板幅方向に 0.6mm～1.1mm 程度の進展量に留まり、板厚方向（t

＝21mm）にも最大深さが 1.7mm程度に留まり、板厚を貫通する可能性は極めて低い（a/t≒0.08）。 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.18(a) 疲労亀裂進展解析結果（9,900klタンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.18(b) 疲労亀裂進展解析結果（32,000klタンク） 
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初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.18(c) 疲労亀裂進展解析結果（110,000klタンク） 

 

（２）残留応力場での脆性破壊発生検討 

【旧法】9,900kl タンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mmで、亀裂長さが 4mm～8mm程度の表面亀裂であ

れば、脆性破壊に対して少なくとも 1.08 倍程度以上の余裕度を有するが、亀裂長さが 12mm 程度になる

と脆性破壊に対する余裕度は確保出来ない。 

一方、【新法】32,000klタンク及び【新法】110,000klタンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mm で、長

さが 4mm～12mm程度であれば、脆性破壊に対して少なくとも 1.6倍以上の余裕度を有している。 

 

 

図 9.27 脆性破壊発生検討結果（初期亀裂） 
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【旧法】9,900kl タンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mmで、亀裂長さが 4mm～12mm程度の表面亀裂

が、繰返し荷重により進展した後の亀裂寸法では、脆性破壊に対する余裕度を確保出来ないことが分か

る。 

一方、【新法】32,000klタンク及び【新法】110,000klタンクでは、上記の初期亀裂が進展した後の

亀裂寸法に対しても、脆性破壊に対して少なくとも 1.1倍以上の余裕度を有している。 

 

  

※9,900klタンクは荷重繰返し 50回 

 

 
※9,900klタンクを除く 

図 9.28 脆性破壊発生検討結果（亀裂進展後）  
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5.2.2 アニュラ板相互溶接継手（突合せ溶接） 

地震時の底板浮上り挙動（想定 100回）に対して、側板近傍のアニュラ板相互溶接継手部の隅肉溶接

止端部に想定した表面亀裂（溶接線に直交）の疲労亀裂進展解析及び脆性破壊発生検討の結果は、以下

の通り。 

 

（１）残留応力場での疲労亀裂進展解析  

【旧法】9,900kl タンクでは初期亀裂直後から板表面方向に進展拡大し、板厚方向（t＝6mm）には初

期亀裂 1.5mm に対して最大深さが 4.0mm程度に進展しており、亀裂貫通に至る可能性がある（a/t≒

0.67）。尚、当該タンクでは初期亀裂に対して応力拡大係数範囲ΔKが適用範囲（∆K ≤ 100MPa√𝑚𝑚）を

やや超える結果となった。 

一方、【新法】32,000klタンクでは、板幅方向に 0.6mm～0.8mm程度の進展量に留まり、板厚方向（t

＝12mm）にも初期亀裂 1.5mmに対して最大深さが 2.2mm程度に留まり、板厚を貫通する可能性は低い

（a/t≒0.19）。 

同様に、【新法】110,000kl タンクでは、板幅方向に 0.1mm～0.2mm 程度の進展量に留まり、板厚方向

（t＝21mm）にも最大深さが 1.7mm 程度に留まり、板厚を貫通する可能性は極めて低い（a/t≒0.08）。 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm) 初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.22(a) 疲労亀裂進展解析結果（9,900klタンク） 

 

  

初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.22(b) 疲労亀裂進展解析結果（32,000klタンク） 
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初期亀裂(1.5mm×4mm)  初期亀裂(1.5mm×12mm) 

図 9.22(c) 疲労亀裂進展解析結果（110,000klタンク） 

 

（２）残留応力場での脆性破壊発生検討 

【旧法】9,900kl タンク、【新法】32,000klタンク及び【新法】110,000klタンクで、初期亀裂の深さ

が 1.5mm で、亀裂長さが 4mm～12mm程度の表面亀裂であれば、脆性破壊に対して少なくとも 1.6倍以上

の余裕度を有している。 

 

 

図 9.31 脆性破壊発生検討結果（初期亀裂） 
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【旧法】9,900kl タンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mmで、亀裂長さが 8mm～12mm程度の表面亀裂

が、繰返し荷重により進展した後の亀裂寸法では、脆性破壊に対する余裕度を確保出来ないことが分か

る。 

一方、【新法】32,000klタンク及び【新法】110,000klタンクでは、初期亀裂の深さが 1.5mm で、亀

裂長さが 4mm～12mm程度の表面亀裂が進展した後の亀裂寸法に対しても、脆性破壊に対して少なくとも

1.9 倍以上の余裕度を有している。 

 

 

 

図 9.32 脆性破壊発生検討結果（亀裂進展後） 
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表 10.1 評価方法の比較 

確認項目 着眼点 「水張り」による健全性評価 代替の評価方法 

前提条件  不要 
【要件-1】補修溶接の要件を満足する。 

【要件-2】タンクの要件を満足する。 

【照査荷重】 

外力の影響 

水張り荷重（満水） 

 

 

【底板】受入払出時の局部沈下を想定する。 

 

【隅角部】地震時底板浮上りによる終局変位

を想定する。 

 

残留応力の 

影響 

実際の溶接線近傍に内在する残留応

力を考慮している。 

溶接線近傍で溶接線方向に材料の降伏応力

レベルの残留応力を考慮する。 

仮定条件 － 無し 
「溶接欠陥」を想定する。 

「荷重繰返し回数」を想定する。 

変形・破壊 

耐圧強度 目視で「変形」が無いことを確認 計算で耐圧強度を確認する。 

脆性破壊 目視で「破壊」が無いことを確認 
計算で溶接欠陥からの「脆性破壊発生」を

判定する。 

疲労強度 （※確認出来ない。） 

計算で溶接欠陥から「疲労亀裂」が進展し

ないことを確認する。  ※板表面での亀

裂成長 

終局強度 （※確認出来ない。） 
【隅角部】計算で地震時底板浮上りによる

終局変位を確認する。 

漏れ － 
目視で「漏れ」が無いことを確認 

※底板からの漏れの確認は容易ではない 

真空漏れ試験で「漏れ」の無いことを確認

する。 

計算で溶接欠陥から「疲労亀裂」が進展し

ないことを確認する。 ※板厚貫通の有無 

タンク基礎の

健全性 
－ 

目視（計測）で「変形」が無いこと

を確認 

【要件-2】タンクの要件を満足する。 

※有害な変形が無い 

備考  
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表 10.2(a) 「破壊力学」に基づく評価結果（底板） 

確認項目 着眼点 「破壊力学」に基づく代替評価方法 【旧法】9,900ｋｌタンク 【新法】32,000klタンク 【新法】110，000klタンク 

前提条件  
【要件-1】補修溶接の要件を満足する。 

【要件-2】タンクの要件を満足する。 
－ － → 

【照査荷重】 

外力の影響 

【底板】受入払出時の局部沈下を想定する。 

 

－ － 
【沈下範囲】R=1500mm 

【沈下深さ】B=92.5mm 

残留応力の 

影響 

溶接線近傍で溶接線方向に材料の降伏応力レ

ベルの残留応力を考慮する。 
－ － 

【溶接線と平行】𝜀𝜀2 = 0.36𝜀𝜀𝑦𝑦 

【溶接線と直角】𝜀𝜀2 = 0.6𝜀𝜀𝑦𝑦 

仮定条件 － 
「溶接欠陥」を想定する。 

「荷重繰返し回数」を想定する。 
－ － 

【溶接欠陥】3mm×6～18mm 

【繰返回数】受入払出 1000回 

変形・破壊 

耐圧強度 計算で耐圧強度を確認する。 － － 最大歪み 0.896%＜伸び 18% 

脆性破壊 
計算で溶接欠陥からの「脆性破壊発生」を判

定する。 
－ － 

【3×6】余裕度 2.55 ＞1.0 

【3×18】余裕度 1.35＞1.0 

疲労強度 
計算で溶接欠陥から「疲労亀裂」が進展しな

いことを確認する。※板表面での亀裂成長 
－ － 

【3×6】長さ 9.7mm＜(100mm) 

【3×18】長さ 21.2mm＜(100mm) 

終局強度 
【隅角部】計算で地震時底板浮上りによる終

局変位を確認する。 
－ － 最大歪み 0.896%＜伸び 18% 

漏れ － 
計算で溶接欠陥から「疲労亀裂」が進展しな

いことを確認する。  ※板厚貫通の有無 
－ － 

【3×6】深さ 3.2mm＜10mm 

【3×18】深さ 3.6mm＜10mm 

タンク基礎の

健全性 
－ 

【要件-2】タンクの要件を満足する。 

※有害な変形が無い 
－ － ※有害な変形が無い 

備考：【 】内は表面亀裂寸法（深さ×長さ）を示す。 
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表 10.2(b) 「破壊力学」に基づく評価結果（タンク隅角部） 

確認項目 着眼点 「破壊力学」に基づく代替評価方法 【旧法】9,900ｋｌタンク 【新法】32,000klタンク 【新法】110，000klタンク 

前提条件  
【要件-1】補修溶接の要件を満足する。 

【要件-2】タンクの要件を満足する。 
→ → → 

【照査荷重】 

外力の影響 

【隅角部】地震時底板浮上りによる終局変位

を想定する。 

 

【浮上り変位】𝛿𝛿B = 68 mm 【浮上り変位】𝛿𝛿B = 107 mm 【浮上り変位】𝛿𝛿B = 179 mm 

残留応力の 

影響 

溶接線近傍で溶接線方向に材料の降伏応力レ

ベルの残留応力を考慮する。 

【溶接線と平行】𝜀𝜀2 = 0.36𝜀𝜀𝑦𝑦 

【溶接線と直角】𝜀𝜀2 = 0.6𝜀𝜀𝑦𝑦 
→ → 

仮定条件 － 
「溶接欠陥」を想定する。 

「荷重繰返し回数」を想定する。 

【溶接欠陥】1.5mm×4～12mm 

【繰返回数】底浮上り 100回 
→ → 

変形・破壊 

耐圧強度 計算で耐圧強度を確認する。 最大歪み 3.228%＜伸び 24% 最大歪み 2.077%＜伸び 18% 最大歪み 1.486%＜伸び 18% 

脆性破壊 
計算で溶接欠陥からの「脆性破壊発生」を判

定する。 

【1.5×4】破壊する× 

【1.5×12】破壊する× 

【1.5×4】余裕度 1.70＞1.0 

【1.5×12】余裕度 1.10＞1.0 

【1.5×4】余裕度 3.49 ＞1.0 

【1.5×12】余裕度 2.08＞1.0 

疲労強度 
計算で溶接欠陥から「疲労亀裂」が進展しな

いことを確認する。 ※板表面での亀裂成長 

【1.5×4】進展する× 

【1.5×12】進展する× 

【1.5×4】長さ 7.8mm＜(100mm) 

【1.5×12】長さ 14.8mm＜(100mm) 

【1.5×4】長さ 5.1mm＜(100mm) 

【1.5×12】長さ 12.6mm＜(100mm) 

終局強度 
【隅角部】計算で地震時底板浮上りによる終

局変位を確認する。 
最大歪み 3.228%＜伸び 24% 最大歪み 2.077%＜伸び 18% 最大歪み 1.486%＜伸び 18% 

漏れ － 
計算で溶接欠陥から「疲労亀裂」が進展しな

いことを確認する。  ※板厚貫通の有無 

【1.5×4】進展する× 

【1.5×12】進展する× 

【1.5×4】深さ 1.9mm＜12mm 

【1.5×12】深さ 2.3mm＜12mm 

【1.5×4】深さ 1.6mm＜21mm 

【1.5×12】深さ 1.74mm＜21mm 

タンク基礎の

健全性 
－ 

【要件-2】タンクの要件を満足する。 

※有害な変形が無い 
※有害な変形が無い → → 

備考：【 】内は表面亀裂寸法（深さ×長さ）を示す。 
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5.3 今後の課題 

 解析対象としたタンクのうち、【新法】32,000klタンク及び【新法】110，000klタンクのアニュラ板

の厚さは、消防告示（表 10.4）に従って決定されたものであり、今回、これらの板厚に対して疲労亀裂

進展解析及び脆性破壊発生検討を行った。 

 

表 10.4 アニュラ板の最小厚さ（告示 4条の 17） 

側板最下段の 

厚さ ts (mm) 

アニュラ板の最小

厚さ ta (mm) 
備考 

15＜ts≦20 12  

20＜ts≦25 15  

25＜ts≦30 18  

30＜ts   21  

 

一方、【旧法】9,900klタンク（旧基準）におけるアニュラ板の厚さとして 6mm(材料 SS400)を採用し

て、疲労亀裂進展解析及び脆性破壊発生検討を行った。 

旧法タンクについては、地震時底板浮上りに対してアニュラ板の保有水平耐力を確保する観点から、

「新基準」（新 52年政令附則第 3項各号に掲げる基準）に適合するための耐震改修が行われてきた。 

即ち、タンクの保有水平耐力（Q𝑦𝑦）が、地震の影響による必要保有水平耐力（Q𝑑𝑑𝑑𝑑）以上を有するよ

うにアニュラ板の板厚を決定・採用している（表 10.5）。 

 

Q𝑦𝑦 ≥ 𝑄𝑄𝑑𝑑𝑑𝑑                                    (10.1) 

 

新基準に適合した旧法タンクのアニュラ板の板厚は、通常、タンク毎に異なることから、破壊力学に

基づく評価はタンク個別に実施する必要がある。 

 

表 10.5 保有水平耐力の算定 

（１）保有水平耐力（Q𝑦𝑦） （２）必要保有水平耐力(Q𝑑𝑑𝑑𝑑) 

Q𝑦𝑦 =
2𝜋𝜋𝑅𝑅2𝑞𝑞𝑦𝑦
0.44𝐻𝐻

 Q𝑑𝑑𝑑𝑑 = 0.15 ∙ 𝜈𝜈1 ∙ 𝜈𝜈2 ∙ 𝜈𝜈3 ∙ 𝜈𝜈𝑝𝑝 ∙ 𝐷𝐷𝑠𝑠 ∙ 𝑊𝑊0 

ここに、R：タンク半径（mm） 

H：最高液面高さ（mm）  

𝑞𝑞𝑦𝑦：アニュラ板の浮上り抵抗力

（N/mm） 

q𝑦𝑦 =
2𝑡𝑡𝑘𝑘�1.5𝑒𝑒𝜎𝜎𝑦𝑦

3
 

𝑡𝑡𝑘𝑘：アニュラ板の厚さ（mm） 

p：静液圧（MPa） 

𝜎𝜎y：アニュラ板の降伏強度（N/mm2） 

ここに、𝜈𝜈1:地域別補正係数 

𝜈𝜈2:地盤別補正係数 

𝜈𝜈3:タンクの固有周期を考慮した応答

倍率 

𝜈𝜈p:塑性設計係数,1.5 

Ds:構造特性係数 

W0:有効液重量(N) 
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[添付資料-1] 「ASME Boiler and Pressure Vessel Code, Sec.Ⅺ, Appendix A : Analysis of Flaws」抜粋 
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[添付資料-2] WES2805:2011 解説表 11.4「相関式構築に用いた基礎データ」 
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[添付資料-3] ASME Boiler and Pressure Vessel Code, Sec.Ⅷ, Div.2-2015の算定式による 

応力-歪み線図 

 

 

 

                     付図 1.1 加工硬化の比較（SS400） 

 

 

 

付図 1.2 加工硬化の比較（SPV490Q） 
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